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第2章 情報通信経済の動向

第1節 事業者数の動向

1電 気通信事業者(第1-2-1-1表 参照)

6年 度 は、新 た な電言計 一 ビスで あ るPHSの 事業 開始 に向 けた第一種 電気通信事業 における

新規参入及び前年度 に引 き続 く一般第二種電気通信事業への新規参入が顕著 にみ られたほか、特

別第二種電気通信事業 において も新規参入がみ られた。

(1)第 一種電気通信事業者

第一種電気通信事業者(d1>は、6年 度末現在111社 で あ り、 この 内訳 は、NTT、KDD及 びN

TTDoCoMo等 地域別9社 のほか、新 事業者 としては、長距離系が3社 、地域系 が11社 、国際系

が2社 、衛星系 が2社 、移動系 が82社 となってい る。

6年 度 に新 たに事業 を許可 されたのは26社 で あ り、 この内訳 は、地 域系で専用サー ビスを提供

する近鉄ケーブルネ ットワーク㈱(6年7月)、 移動系 で携 帯 ・自動車電話 を提供す る㈱デジタノレ

ッーカー九州(6年10月)、 ㈱ デ ジタル ツー カー 中国(7年3月)の ほか、7年1月 にPHS事

業 を許可 された、㈱ アステル東 京等5社(う ち㈱ ア ステル関西 及 び㈱ アステル東北の2社 は、7

年3月 に許 可)、デ ィーデ ィー アイ北海道 ポケ ッ ト電話㈱等9社 及 びエヌ ・テ ィ ・テ ィ北海道パー

ソナル通信網㈱等9社 で あ る。

また、6年8月 に、マ リネ ッ ト電話 を提供 す る関西マ リネ ッ ト㈱が、携帯 ・自動車電話を提供

す る関西セノレラー電認㈱ と合併 し、関西セル ラー電認㈱ となっている。

(2)第 二種電気通 信事業者

第二種 電気通信事業者 鵬 は、電気通信サービスへのニーズの高 まりや市場の拡大等 を反映 し

て、年々着実 にその数を伸ば してお り、6年 度末現在で は2,107社 とな り、対前年 度末比で518社

増加 して いる。

(註.1)第 一種 電気通信寸喋 者 とは、r1ら 屯気通信回線設備(伝 送路、交換機等

る。事業を行 うには、郵政大臣の許可が必要であ る。)を 設置 して・磯 信サー ビ・を提供す ・事業者であ

(注2)第 二 種電気通信4環 者 とは・第一種電気通信事業者の設備 を利用 して、電気通信サービスを提供す る事業者てある
。不特定、か

講 攣 ㌶ 聡 禦 轟輪 羅 薯漏 継 騰 玄;二1∵サービ磁 う特別第二概会臨 辮(登
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第1節 事業者数の動向一

第1-2-1-1表 主な通信 ・放送事業者数等

(単位:社 数)

年度末
区別

5年 度 6年 度 増減

電

気

通

信

事

業

者

第

一

種

国

内

NTT 1 1 一

NTTDoCoMo等 9 9 一

新

事

業

者

長 距 離 系 3 3 一

地 域 系 10 ll +1

衛 星 系 2 2 一

移 動 系 58 82 +25/-1

国

際

KDD 1 ユ 一

新 事 業 者 2 2 一

計 86 +26/-1

第

二

種

特別(う ち国際特別) 39(27) 44(31) +5(+4)

一 般 1,550 2,063 +513

計 1,589
〆
/2
,107 )+518

放

送

事

業

者

地上系

NHK 1
4

ユ
一

放 送 大 学 学 園 1 1 一

民 間 放 送 192 203 +11

計 194
一-/205
)+11

衛星系

(NHK

を除 く)

放 送 衛 星 利 用 2
!
2 一

通信

衛星

利用

委

託

テ レ ビジ ョン 10 ll +1

立 士
日 ノコ 4 3 一1

受 託 2 2 一

計 18 18 }

都市型ケーブルテレビ事業者(注) 151 /へ +12

郵 便 事 業 1 1 }

郵政省 資料 によ り作成

(注)61ペ ー ジ脚注参照。

ア 特別第二種電気通信事業者

特別第二種電気通信事業者は、6年 度末現在で44社 が登録 を行ってお り、対前年度末比5社 増

加 している。

なお、前年度 に引 き続 き、国際VANサ ー ビスを提供 して いる国際特別第二種電気通信事業へ

の参入が続いてお り、6年 度 には4社 が新 た に登録 し、6年 度末現在で は31社 となってい る。

イ ー般第二種 電気通信事業者

一般第二種電気通信事業者 は、6年 度末現在で2,063社 が届 出 を行 ってお り、対前年 度末比513

社増加 してい る。
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一 第2章 情報通信経済の動向

業種別 にみると、オンライン受託計算サービス等が384社(対 前年 度末 比36社 増)、 卸売業 ・倉

庫業等流通関係が79社(同3社 増)、 宅配業等運送 関係 が19社(同2社 増)、 出版 ・広 告関係が32

社(同3社 増)、 電子機 器製造 ・販売 及び ソフ トウェア開発関係が166社(同13社 増)、 総合商社が

13社(同1社 減)、 その他 が1,370社(同457社 増)と なって いる。

電気通信役務別 〔d}にみ る と、音声伝送が1,273社(同417社 増)、 画像伝送 が322社(同43社 増)、

データ伝送が751社(同77社 増)、 複合が192社(同23社 増)と なってお り、前年度 に引 き続 き音

声伝送役務を提供す る事業者数の顕著な伸びが続いている。

(3)電 気通信事業者の地域別動 向

6年 度末現在 の電気通信事業者の本社所在地 を地域別 にみる と、全体 の31.6%が 東京 に集中 し

てお り、5年 度末 との比較 において0.7ポ イン ト減少 した ものの、近畿 の18.6%を は じめ とす る各

地域 を大 き く引 き離 している。また、東京に隣接 している関東は全体の10.0%と 、近畿 に次 いて

3番 目で あ り、首都 圏へ の集 中が一 層顕著 にあ らわれている。これについて、「税務統計速報」(国

税庁)に お け る法 人数 全体 の傾向 と比較すると、電気通信事業者の本社 は、首都圏内における東

京への集中が一層顕著であることが うかがえる(第1-2-1-2図 参 照)。

第1-2-1-2図 電気通信事業者の地域別本社所在地数比の比較
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「税務統計速報」(国税庁)、 郵政省資料 によ り作成

(注)複 数役務の届出会社があ るため、合計は会利数を超 える。
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第1節 事業者数の動向一

2放 送事業者(第1-2-1-1表 参照)

(1)地 上系放送事業者

地上系 放送事業者 は、6年 度末現在でNHK及 び放送大学学 園 を含 め205社(対 前年 度末比11社

増)で あ る。6年 度 において新 た に免許 が付与 されたのは、テレビジョン放送事業者(㈱ 愛媛朝

日テレビ(7年3月))1社 と、 コ ミュニ テ ィ放送事業者(浜 松エ フエ ム放送㈱(6年4月)、 ㈱

湘南平塚 コ ミュニテ ィ放送(6年6月)、 ㈱エ フエ ム新津(6年7月)、 ㈱ エ フエ ム くしろ(6年

10月)、 横須賀エ フエ ム放送㈱(6年11月)、 ㈱ おびひろ市民 ラジオ、㈱エ フエムおびひろ及び鎌

倉エフエ ム放送㈱(6年12月)、 ㈱ エ フエ ムむ さ しの及 び山形 コ ミュニティ放送㈱(7年3月))

10社 の計11社 で あ る。

(2)衛 星系放送事業者

衛星系放送事業者 は、6年 度末現在でNHKを 含 め19社 で あ る。6年 度 は、㈱ サ テ ライ トニ ュ

ー スが、通信衛星 を利用す るテレビジョン放送に係 る委託放送業務について、6月 に新 たに認定

を受 けた。 この ほか、CS-PCM音 声放送事業者で あ る㈱ ピー シーエム ・ジパングコ ミュニケ

ーションズ とニ ッポン ミュージックコングレス㈱の会社合併 に伴 い、存続会社㈱ ジパング ・アン

ド・スカイコミュニケーションズに対 して、委託放送業務の承継の認可が9月 に行 われた。

(3)都 市型ケーブルテ レビ事業者

都 市型 ケーブルテレビ事業者曲は、6年 度末現在 で163社(対 前年度末比12社 増)で あ る。6年

6月 に㈱ シテ ィテレビ中野 が、6年11月 に狭 山ケーブル テレビ㈱ 、㈱ 京都ケーブルコミュニケー

ションズ及び㈱ ケーブルテレビ若狭小浜が、7年2月 にケー ブル テレビ東葛企画㈱、ケーブルテ

レビ西東京企画㈱、㈱ ケーブル テレビ富山、 こうベケーブルテレビ㈱及び泉大津ケーブルテレビ

㈱が新たに都市型ケーブルテレビとして施設の設置許可を受けたほか、6年9月 に洛西 ケーブル

ビジ ョン㈱ 、7年1月 に桑名 ケーブル テレビ㈱ 及 び7年3月 に働 八西地域総 合i青報 センターが施

設の変更許可 を受 け、都市型ケーブルテレビ となっている。

(注)都 市型ケーブルテレビ事 業者 とは、有線テレビジョン放送事業 哲の うち一定の要件(第1章 第!節2(6)参 照)を 満たす事業者の通

称であ り、放送法 に定める放送事業者ではない。
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一 第2章 情報通信経済の動向

第2節 経営動向

1電 気通信事業者

第一種 電気通信事業者の5年 度の営業収 益 をみ る と、全体 としては、前年度 と比べて増加 して

いる・ その中で も携帯 ・自動車電話等の移動系の営業収益の伸び率が昨年 に引 き続 き高い伸びを

みせている。

また・電気通信が自由化された昭和60年 度以降の第一種 電気通信事業者 の電気通信事業営業収

益`Dの 伸 び率 を他の産業 と上ヒ鮫 してみ ると、第一種電気通信事業者は、他の産業の ような大 きな

上下変動がな く、比較的安定 して伸びているといえる(第1-2-2-1図 参照) 。

第1-2-2-1図 業種別営業収益の推移

国内一種4兆9,313億

国際一種2ユ44億

/兆 円)

5

4

3

2

1

0

(第一種電気通信事業の営業収益及び業種別営業収益の対前年度比)

`兆
・,號 銚亀雛`兆 鉱騰5兆 臥謝 纏6兆 、,lll慈6兆覧騰 ・兆1欄 穣

「指数1

鴎 一種
150

非製造業

第一種
・一 国内一種

全産業

130

製造業

110

国際一

第一

国内一

非裂造栗

昭和60昭 和6!昭 和62昭 和63兀

郵政省資料・ 「法人企業統計年報特集」(大 蔵省)に より作成(年 度)
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第2節 経営動向 ■一 ■

6年 度上 半期 の第一種 電気通信事業者 の電気通信事業営業収益の対前年度同期比の伸 び率は、

5年 度 上半期 の対前年度同期 比 よ り高 くなっている。

第二種電気通信事業者の5年 度 の営業収益(推 計)は 、前年度 と比べ て増加 してい るものの、

伸び率は昨年の半分以下 になっている。

また、第一種電気通信事業者及び第二種電気通信事業者の設備投資動向をみ ると、第二種電気

通信事業者は年度によって一L下変動 があ るが、第一種 電気通信事業者 においては、比較的安定 し

て推移 している(第1-2-2-2図 参照)。

第1-2-2-2図 業種別設備投資額の推移(指 数)

種電気通信事業

第_種電気通信事業

電気通信事業

鑑3
非製造業 一 □

(指数)

(昭和63年 度=100)

190

/第 二種電気通信事業
170

'電 気通信事業i50

メ'._第 一種電気通信事業
130

非製造業

全産業IIO

＼
㌔ 製造業go

丁 。
(%)

30

20

10

0

一10

(対前年度比)
ダム

"第 二種電気通信事業

'電 気通信事業
』＼ 第一種電気通信事業

㌔r"
、△

一20
63元2346

年 年 年 年 年 年
度 度 度 度 度 度(年 度)

「通信産業設備投資等実態調査」(郵 政省/、 「法人企業動向調査報告」 〔経済企画庁}
〔注)6年 度 は修正計画額、その他の年度は実績額である。

営業収益及び設備投資額の伸 び率の推移をみ ると、電気通信事業者は、景気の変動等の影響 を

あまり受 けることな く、安定的な伸 びを示 しているといえる。

(1)電 気通信事業者の経営動向

5年 度の第一種 電気通信 事業者 の経営状況 についてみ ると、電気通信事業営業収益 は対前年度

比5.9%増 の7兆3,235億 円で あ り、国内第一種 電気通信事業者は、同5.8%増 の6兆9,955億 円、

また、国際第一種 電気通信事業者は同8.1%増 の3,280億 円で あった。
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一 第2章 情報通信経済の動向

「法入企業統計年報」(大 蔵 省)に よる と、 全産業 の5年 度の営業収 益 は、 対前年 度比1・8%減

製造業 は同3.3%減 、非製造業 は、同1.2%減 であ った。5年 度営業収益対前年 度比・昭和61年 度

以降の対前年度比 の推移、昭和60年 度 を100と した場合 の指 数の推 移 を他 の産業 と比較 して も・第

一種電気通信事業者の営業収益は順調 な伸 びであった といえる(第1-2-2-1図 ・1-2-

2-3図 参照)。

第1-2-2-3図5年 度営業収益対前年度比
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郵政省資料、「法人一企業統計年報特集」(大 蔵省)に より作成

(注)1.第 一種電気通信事業の対前年度比の数値は電気通信事業営業収益、

民間放送事業は営業収益、他の産業は売 上高である。

2.第 二電気通信事業の対前年度比の数値は営業収益であ り、

推計値である。

6年 度上半期の第一種 電気通信事業者の電気通信事業営業収益 は、5年 度上 半期 の対 前年度同

期比 の伸 び率4.9%よ り高 くな り、5年 度上 半期比5.9%増 の3兆7,970億 円 となってい る。これを

国内電気 通信 と国際電気通信に分けてみると、 国内は対前年度同期比6.0%増 の3兆6,271億 円、

国際は同3.9%増 の1,698億 円であ った。国内電気通信事業者の電気通信事業営業収益の うち、特

に携帯 ・自動車電話、無線呼出 し等の移動系が引 き続 き伸びてお り、5年 度上 半期 の対前年度同

期比 よ り大 きな伸びを示 している。一方、国際電気通信事業者の電気通信事業営業収益の うち、

主力である電話は5年 度上 半期 の対前年度同期比 に比べ ると低 くなっているが、専用線が順調に

伸びている(第1-2-2-4表 参照)。
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第1-2-2-4表 第一種電気通信事業営業収益の推移

(単位 億 円、%)

年度
区分

4・ 上 半 期 5・ 上 半 期 6・ 上 半 期

金額 金額 増減率 金額 増減率

国内電気通信事業営業収益 32,667 34,209 4.7 36,271 6.O

電話 24～704 242995 1.2 ¢5,298 1.2
齢

専用
H

携帯 ・自勲車電話

6.4

25.8
-8 .8

1.2

40.1

27.4船舶電話 68 62 79

無線呼出 し 861 17.1 12326 31.5

その他 2,208 2,581 16.9 2,864 11.0

国際電気通信事業営業収益 1,499 1,635 9.1 1,698 3.9

電話 1,2乱 Ω .一 !2.0
巨

専用 114 118 3.5 129

5.0

8.8

電報 13 11 一15
.4 9 一17

.9

テ レ ックス 47 35 一25 .5 27 一23 .7

その他 110 114 3.6 llO 一3 .9

合計 34,166 35,845 4.9 37,970 5.9

郵政 省資料 に よ り作成

(H三)1国 内 電気通信事業営業収益 の その他 は、電 報、 電信 、デー タ通信 等で

あ る。

2国 際電気通信事業営業収 翁岳の その他は、デー タ通信 、デー タ伝送等で

あ る。

3各 サー ビス別収 入の 数値 は、億 円未満 を切 り捨 ててあ る。

4合 計欄 の数値 は、億ilj未 満 を切 り捨 て てあ る。

5増 減 率は、 各金額の 百万円単位で 算出 した。

また、6年 度上 半期 の第一種電気通信事業者の経常利益は対前年度同期比53.0%減 の760億li」

となって いる。これを国 内電気通信 と国際電気通信 とに分 けてみると、国内は対前年度同期比59。8

%減 の567億 円、国際 は同5.9%減 の192億 円で あった。
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一 第2章 情報通信経済の動向

アNTT

5年 度 のNTTの 経 営状 況 は、総 収益5兆8,815億Pl(対 前 年 度比1.3%減)、 営 業 収 益5兆8,090

億 円(同1.4%減)、 営 業 費 用5兆5,788億 円(同1.4%増)、 経 常損 益 は1,094億 円 の 黒 字(同56.0

%減)で あ った が 、減収 減 益 とな った(第1-2-2-5表 参 照)。

第1-2-2-5表NTTの 経 営㈹ 兄

(単位:億 円)

区別 2年 度 3年 度 4年 度 5年 度 6年 度

総収益 60,344

(29,492)

61,275
(30,034)

59,580
(29,958)

58,815

(29,469) (28,945)

営業収益 59,584

(29,098)

60,560

(29,645)

58,922

(29,631)

58,090

(29,ll6) (28,566)
電気通信事業営業収益 56,553

(27,669)

57,459

(28,153)

55,738

(28,122)

54,954

(27,593) (27,124)
電話収入 48,415

(23,842)

48,481

(23,834)

46,464

(23,466)

45,303

(22,808) (22,139)
電信収入 40

(21)
35
(19)

29

(!6)

25

(!4) (11)
電報収入 582

(265)
670
(306)

751
(340)

784
(369) (396)

専用収入 3,897

(1,898)

4,014

(1,983)

4,559

(2,224)
4,717
(2,354) (2,353)

デー タ伝送収入 438
(215)

476

(237)

483

(244)
456

(233) (216)
無線呼出し収入 886

(427)

1,019

(489)

279

(279)

一

(一) (一)

その他収入 2,292

(998)
2,760
(1,283)

3,171
(1,553)

3,667
(1,816) (2,007)

附帯事業営業収益 3,030
(1,429)

3,101
(1,491)

3,183
(1,510)

3,135

(1,523) (1,441)
営業外収益 760

(393)
714

(389)
657
(326)

724

(353) (379)
総費用 56,201

(27,942)
57,746
(28,683)

57,091

(28,898)
57,720
(28,429) (28,591)

営業費用 53,794
(26,544)

55,278

(27,519)
55,009

(27,826)
55,788
(27,468)
52,733
(25,904)

(27,685)
電気通信事業営業費用 50,736

(25,025)
52,232
(25,961)

51,893
(26,261) (26,199)

附帯事業営業費用 3,058

(1,519)
3,045
(1,558)

3,ll5
(1,565)

3,054
(1,563) (1,485)

営業外費用 2,406
(1,397)

2,468

(1,163)
2,082

(1,073)
1,932

(961) (905)
経常損益 4,143

(1,549)
3,528

(1,351)
2,488

(1,058)
1,094

(!,039) (354)

郵政省資料 、NTT資 料 に よ り作成

Gi)1億 μJ未満 は切 り捨 ててあ る。

2端 数処理 の関係 で合言1が一致 しな い ものが あ る。

3()内 の 数侑 はL'卜 期の実績値で あ る。

4昭 和63年7月 にNTTか らデー タ通信事業本 部及び4年7月 に

移動体 通信 賢業 本部が分離 し、 別会村 になってい る。
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鮮∫2倉行 糸歪営 重力1自J一

この減 収 減 益 は、主 に、5年10月 に実 施 され た 市 外料 金値 下 げ の影響 と移 動 体 分 離 の 影響 に よ

る携 帯 ・自動 車 電 話 及 び無 線 呼 出 しの収 入減 に よ る もの と思 わ れ る。

電話役 務 営 業 損 益 の うち加 入電 話 の状 況 をみ る と、 基 本料 は、1兆1,521億 円 の営 業 収 益(対 前

年 度比2.1%増)に 対 し、営 業 費 用 は1兆3,169億llI(同3.1%増)で 、営 業利 益 は1,648億lllの マ

イナ ス(同ll.0%増)、 市 内通 話 は、1兆6,671億 円 の営 業 収 益(同3.6%増)に 対 し、営 業費 用 は

1兆6,356億FIJ(同3.2%増)で 、営 業 利 益 は314億 円 の プ ラ ス(同27.1%増)、 市外 通 話 は、9,787

億 円 の営 業収 益(同13.9%減)に 対 し、営 業 費 用 は4,576億 円(同2.4%増)で 、 営 業 利 益 は5,211

億 円 の プ ラ ス(同24.4%減)と なっ て い る(第1-2-2-6表 参照)。

第1-2-2-6表5年 度NTTの 電話役務損益明細表

(単位:億 円)

役務の明細 営業収益 営業費用 営業利益
加入電話 41,150 37,427 3,723

基本料 ll,521 13,169 一1
,648

市内通話 16,671 !6,356 314

市外通話 9,787 4,576 5,211

その他 3,170 3,324 一153

公衆電話 3,206 3,310 一104

その他の移動体電話 25 23 2

その他 3,568 5,138 一156

計 47,951 45,899 ζ205 oジ
NTT資 料 によ り作成

(注)1.「 市内通話」、「市外通話」に係 る営 業収益は、サンプル調査

によ り推計 された通イ,糧に基づ き算出 した。

2.「 自動車電話」及び 「その他の移動体電話」に係 る通信料収

入は、発信側の電気通信設備に係 る細目に係 る収入 とした。

3.端 数処理の関係で合計が一致 しない ものがある。

また、4年4月 か ら事 業 部 制 の導 入 ・徹底 等 が行 わ れ て い るが、 その事 業 部 制 に よ る経 常損 益

をみ る と、地 域 通 信 事 業 部 は、2,230億 円(対 前年 度比26.9%増)の 赤 字 とな る一 方 、 長距 離 通 信

事業 部 は、3,594億 円(同21.0%減)の 黒 字 となっ て い る(第1-2-2-7表 参照)。

第1-2-2-7表5年 度NTTの 事業部制収支状況

(単位:億 円)

地域通信事業部 長距離通信事業部 パケ ッ ト通信事業部 画像通信事業部 電報事業部 NTT全 体

総収益 50,977 10,098 644 165 803 58,815

総費用 53,208 6,504 605 275 1,000 57,720

経常損益 一2,230 3,594 39 一llO 一197 1,094

郵政 省資料 によ り作 成

(注)各 事業部 の総収益 、総費 用には社内取引分が 含 まれて い るため、合計 額 はNTT全 体 とは一一致 しな い、
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一 第2章 情報通信経済の動向

5年 度の 各地域通信事業部の経常損益 は、昨年同様東京、関東、関西は、黒字で、東京は前年

度 より黒字額が増加 しているが、その他の地域は、赤字 とな り、ほ とん どの地域で赤字額が増加

している(第1-2-2-8表 参照)。

第1-2-2-8表5年 度NTTの 各地域通信事業部の収支状況

(単位:億 円)

東京 関東 信越 東海 北 陸
1,088

関西

&721

中国 四国 九州 東北 北海道 全体

総収益 8,566 10,351 1,635 5,410 2,994 1,488 5,170 3,289 2,26150,977

総費用 7,785 9,667 1,960 5,537 1,371 8,702 3,516 1,889 5,988 4,011 2,77753,208

経常損益 781 684 一324 一127 一282 18 一522 一401 一818 一722 一515-2 .23Q

垂1≦止父省資 半牛によ りf乍b又

(注)億 円未満 は切 り捨 て てあ る。

4年7月 にNTTか ら分離 し、5年7月 に地域 別運営 へ移行 したNTTDoCoMo等 地域別9

社の5年 度の営業収益 は5,740億 円(対 前年度比75%増)、 営業費用 は5,336億 円(同72.3%増)、

経 常損益 は198億 円の黒字(同178.9%増)で あった。

6年 度上半期のNTTの 経営状況 をみ る と、営業収益 は対前年度同期比1.9%減 の2兆8,566億

円、営業費用 は同0.8%増 の2兆7,685億 円、経 常損益 は354億 円の黒字で あったが、対前年度同期

比の65.9%減 で、3年 続 けて減収減益 となった。

これ は、5年10月 に実施 された市外料金値下 げの影響 によるもの と思、われ る。営業収益全体に

占める電話収入の割合 も77.5%(前 年度78,3%)と 昨年 に続 き0.8ポ イン ト減 少 して い る。

イ 長距離系新第一種電気通信事業者

5年 度 の長距離系新 第一種 電気通信事業者3社 の経営状 況 は、営業 収益が対前年度比26.5%増

の6,006億 円 と昨年 に比べ る と大 きな伸 び となる一方、営業費用は同33.3%増 の5 ,529億 円 となっ

た。 これは、5年11月 に導 入 したエ ン ドエ ン ド料 金制 により、NTT回 線 使 用分 が、 「収益」 ・

「費用」に計上 されることになったためであ り、 この結果、経常損益 は263億 円の黒字 となったも

のの対前一年度比は26.4%減 で あった。

6年 度上 半期 の営業収 益 は対 前年度同期比39.0%増 の3,705億 円、営 業 費 用 は同45 .8%増 の

3,419億 円、経 常損益 は128億 円の黒 字だが対前年度同期 比 は32 .3%減 で あった.

この うち各杜の 中間決 算 をみ る と・第二電電㈱ の営業収益 は対前年度同期比36 .1%増 の1,805億

円、経常損益 は同10・3%増 で148億 円の黒 字であった。これ に対 し、日本 テレコム㈱の営業収益は

同35・7%増 の1,497億 円・経 常損益 は同42.1%減 の61億 円の 黒字、日本 高速 通信㈱ の営業収益 は同

71。4%増 の402億 円で あ るが、経常損益 は81億 円の赤字 となった。

第二電 電㈱ の増益 は経費削減 とセル ラー向けの移動機 の販売 によるもの、日本 テレコム㈱の減

益は新株発行費の計 ヒによるもの・日本高速通信㈱ の減益は、全国展開の途上 にあ り減 価償却の増
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第2節 経営動向一

第1-2-2-9表 長距離系新第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:自 万 円)

区分
年 度

営業収益 営業費用 経常損益

3年 度 406,992 350,780 32,376

4

年

度

第二電電(株) 230,710
(110,979)

198,487

(93,432)

24,089

(13,242)
日本テレコム(株) 203,670

(98,711)
171,596
(82,000)

19,827
(10,685)

日本高速通信(株) 40,277
(19,272)

44,623
(22,251)

一8
,101

(-4,789)

計 474,658
(228,962)

414,706
(197,883)

35,815
(19,198)

5

年

度

第二電電(株) 293,458
(132,666)

263,410

(!l3,898)

22,639

(13,448)
日本テレコム(株) 250,746

(llO,376)

225,081

(94,107)

16,230

(10,627)
日本高速通信(株) 56,398

(23,502)

64,473
(26,458)

一12
,500

(-5,049)

計 600,602

(266,544)

552,964

(234,463)

26,369

(19,027)

6

年

度

第二電電(株)
(180,571) (163,149) (14,830)

日本テレコム(株)

(149,749) (133,456) (6,158)
日本高速通信(株)

(40,278) (45,336) (-8,116)
計

(370,598) (341,941) (12,872)

郵政省資料により作成

(注)1.3年 度 の数値 は、第二電電㈱、 日本テレコム㈱及び日本高速通信

㈱の合計で ある。

2.()内 の 数値は上 半期の実績値であ る。

3.端 数処理の関係で合計が一致 しないものがある。

加・支払い利子が大 きく、経常利益を圧迫 したためであると思われ る(第1-2-29表 参照)。

ウ 地域系新第一種電気通信 事業者

5年 度 の地域系新第一種 電気通信事業者の営業収益の合計は対前年度比9。1%増 の753億 円、営

業費用 は同2.2%増 の601億 円、また経 常損益 の合計 は、前年度の11倍 の55億 円の黒字 と大 きな伸

びを示 した。 これは、事業が順調 に推移 したため、経常黒字を示 した事業者が増加 し、赤字の事

業者 も赤字幅 を縮小 したため と思 われ る。

6年 度上半期 の営業収益 の合計 は、対前年度同期比14.8%増 の441億 円 と好 調 な伸 び をみせ た。

一方、営業費用の合計 は、同8.1%増 の347億 円 と営業収益の対前年度同期比 の伸び率 より低 く抑

えることがで きた。 また、経常損益の合計は42億 円の黒字 とな り前年 度同期 に比べ大幅に増 えて

いる(第!-2-2-10表 参照)。
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一 第2章 情報通信経済の動向

第1-2-2-10表 第一種電気通信事業者の経営状況

(単位:鮒

NTT 新長距離系 新購系

一一

新鯉系

営業収益営業費用騨 損益営業収益営業費用経常損益営業収益営業費用経常損益営業収益営鞍 用経常賭

3鞭 60,560

(29,645)

55,278

(27,519)
3,528

(1,351)

4,069

(1,905)
3,507

(1,645)

323

(148)

533

(238)

476

(223)

。36

(-31)

271

(132)

265

(131)
百

(1)

4年度 58,922

(29,631)

55,009

(27,826)

2,488

(1,058)

4,746

(2,289)

4,147

(1,978)

358
(191)

690
(318)
588

(278)

5
(-8)

328

(160)

358
(170)

.21

(-10)

5鞭 58,090

(29,116)

55,788

(27,468)

1,094

(1,039)

6,006

(2,665)

5,529

(2,344)

263

(190)

753

(384)

601

(321)

55

(12)

331

(159)

386
(182)

一55

(-23)

6年度

(28,566)(27,685)(354)(3,705)(3,419)(128)(441)(347) (42)

■

(165)(178)(-14)

新締 ・自蝉 翻 辮線馳し KDD

■

綱縣

営業収益営業費用繍損益営業収益営業費用経常損益営業収益営鞍 用経常損益
■

営業収益営業費用緯損益

3鞭 1,316

(579)

1,135

(492)

50

(27)

496

(231)
424

(197)
47

(22)
2,444

(1,236)
2,251

(1,135)
260

(139)

1

517

(224)
551

(250)

・81

(-51)

4鞭 1,832

(864)

1,515

(690)

164

(98)

629

(298)

528

(249)

82

(38)

2,400

(1,202)

2,230

(1,112)

266

(132)

■

683

(321)

640

(309)

一21

(-18)
5年度 2,317

(LO97)

1,852

(858)

308

(161)

791

(365)
683

(315)
95

(43)

2,464

(1,244)

2,275

(1,135)
282

(160)

■

862

(415)
705

(342)

94

(43)
6鞭

(1,868)(1,935)(-230)(498)(420) (72)(1,243)(1,125)(150)

■

(476)(401) (42)
郵政省資料、NTT資 料 、KDD資 料 により作成

(注)1.億 円未満は切 り捨 てであ る。

2.端 数処理の関係で合計が 一・致 しないものがある。

3.()内 の数値 は ヒ半期の実績値であ る。

4。 昭利63年711にNTTか らデー タ通イ,淳業本部及び4年7月 に移動体通信事業部が分離 し、別会社になっている。

5.新 長距離系の数値 は、第二電屯㈱、lI本 テレコム㈱ 及び 日本高速通信㈱ の3社 の合訓で あ る。

6。 新地域系の3年 度 」=半期、3年 度、4年 度止 糠 月、4年 度及び5年 度U4期 の 数値は、東 京通信ネ ットワー ク㈱、

中部テレコミュニケーション㈱、大阪メデ ィアポー ト㈱、㈱四国情報通f、亨ネッ トワー ク、 九州通信 ネッ トワーク㈱、

北海道総合通イ謡騨 の6社 の合計で ある。

5年 度の数仙は、上記6社 に中国通信 ネットワー ク㈱ を加 えた7社 の合言1であ る。

6年 度L半 期の数値 は、 ヒ記7社 に東北 インテリジェン ト通信㈱ を加 えた8社 の合言「で あ る。

7.新 衛星系の3年 度L'i在期 、3年 度、4年 度 」f卜期、4年 度及び5年 度 ヒ半期の数値 は、日本通信衛星㈱ と宇宙通信

㈱の合剥で あ る。

5年 度及び6年 度 」=半期の数値は㈱li本 サ テライ トシステムズと宇宙通信㈱の2社 の合言1である。

8.新 携帯 ・自動屯電話の3年 度 ヒ'卜期、3年 度及び4{卜 度 ヒ判 明の数値は、 日本移動通信㈱、関西セルラー電講㈱、

几州 セルラー電話㈱、中国セルラー電話㈱ 、東北セルラー電諦掬、北海道セルラー電話㈱ 、北陸セル ラー電話㈱ 及び

FLIIEIセル ラー電話㈱ の8社 の合計であ る。

4年 度、5年 度B卜 期及び5年 度の数値は、 ヒ記8社 に沖縄セルラー電諒掬を加 えた9社 の合言{であ る。

6年 度 卜半期の数値1よ、 ヒ記9社 に㈱ 東京デ ジタルホン、㈱ ツーカーセルラー痕京、㈱関西デ ジタルホン、㈱ ツー

カーホン関西、㈱ 職毎デジタルホン、㈱ ツーカーセルラー東海 を加えた15社 の合討で あ る。

g.新 無線r乎出 しの3年 度L半 期、3年 度、4年 慶L'卜 期及び4年 度の数値は36社 の合副で'あ る。

5年 度」=半期、5年 度及び6年 度 ヒ1卜期の数値 は31礼 の合制で ある。

10.新 国 際系の数値 は、H本 国際通イ、㈱ と国際デ ジタル通信㈱の2社 の合訓で ある。
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工 衛星系新第一種電気通信事業者

5年 度の衛星系新 第一種 電気通信事業者の経営状況は、営業収益が対前年度比0,9%増 の331億

円 と小幅 な伸 び率 に とどま り、営業費用は同7.8%増 の386億 円で あった。経常損益 は55億 円の赤

字 とな り、昨年 よ りも増加 した、

また、6年 度上 半期 で は営業収益 が対前年度同期比3.8%増 の165億 円、営業 費用 は同2,2%減 の

178億 円、経 常損益 は14億 円の赤字 となってい る(第1-2-2-10表 参照)。

オ 新携帯 ・自動車電話事業者

5年 度 の新携 帯 ・自動車電話事業者9社(日 本移動通信㈱ とセル ラー電話グループ8社)の 経

営状況 は、営業収益が対前年度比26.5%増 の2,317億 円、営業費用 は同22.2%増 の1,852億 円、経

常損益 は同87.8%増 の308億 円の黒字 となった。

また、6年 度上 半期で は営業収益が対前年度同期比70.3%増 の1,868億 円、営業 費用 は同125.5

%増 の1,935億 円、経 常損益 は230億 円の赤字 となってい る(第1-2-2-10表 参照)。

力 新無線 呼出 し事業者

5年 度 の新無線呼 出 し事業者31社 の経営状況 は、営業収益 は対前年度比25.8%増 の791億 円、営

業費用 は同29.4%増 の683億 円、経常損益 は同15.9%増 の95億 円の黒字で あった。

また、6年 度上 半期 で は営業収益が対前年度同期比36.4%増 の498億 円、営業 費用は同33。3%増

の420億 円、経 常損益 は同67.4%増 の72億 円の黒字 と引 き続 き順調 に増加 している(第1-2-2

-10表 参照) 。

キKDD

5年 度 のKDDの 経営状 況 は、総収 益2,596億 円(対 前年 度比2.3%増)、 営 業収 益2,464億 円

(同2.7%増)、 営業 費用2,275億 円(同2.0%増)で あ り、経常損益 は282億 円の黒字(同6.0%増)

で増収増益で あった。

6年 度上半期 の営業収益 は対前年度 同期比0.1%減 の1,243億 円、営業費用 は0.9%減 の1,125億

円、経常損益 は同6.3%減 の150億 円の黒字 と一昨年同様減収減益 となった。これは、国際ダ イヤ

ル通話の料金値下げの実施や割引サービスの普及の影響 によるもの と思われる。

営業収益の うち電気通信事業営業収益は、1,223億 円(対 前年度同期 比0.2%増)で あった。 こ

の内訳 をサ ー ビス別 に前年度 と比較 してみると、電気通信事業営業収益の主力である電話収入が

1.3%増 とわずか なが ら増加 してい る。一方、テレックス収入、電報収入、データ通信収入及びデ

ータ伝送収入は減少 している(第1-2-2-11表 参照)。
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第1-2-2-11表KDDの 経営状 況

(単位:億 円)

区別 2年 度 3年 度

2,563

(1,291)

4年 度 5年 度 6年 度
2,537

(1,268)

2,596
(1,316) (1,294)

総収益 2,538

(1,283)

営業収益 2,407

(!,221)

2,444

(1,236)

2,400
(1,202)

2,464
(1,244) (1,243)

電気通信事業営業収益 2,371

_(1.2Ω 刎

1,831

..(籔 必

139

__搬),

35

〔18)

2,397

巫 皿21

1,845

(934)

2,352

⊥ 』盈

1,826

(912)

2,419

工 も221⊥

1,920

(967)

.」鮎2鋤

逸9≧

」 鉱

豊上

一1

(19)

電話収入

87
(47)

67
(35)

テ レッ クス収 入

一一}

26
一)

21一電報収入

182
(93)

184

(92≧
専用収入 !79

._.盤
45

__」 盈)9

__』
129

(58)

ll8

.璽 上
31

孟血

178

-__(鉱

53

__堕L
9

__」4)

159

_」 盈
47

(24)

53

過
8

(4)
166

(79)

49
(24)

一

データ通信収入

一

8

_』
167

(84)

__凱

麺 之

(19)

データ伝送収入

剛

その他の収入

附帯事業営業収益 35
(14)

48

(23)

44
(23)

営業外収益 130
(62)

118
(54)

136
(65)

132
(71) (51)

総費用 2,278
(1,159)

2,302

(1,152)

2,271
(1,135)

2,314

(1,155) (1,143)

営業費用 2,237
(1,120)

2,251

(1,135)

2,230

(1,112)

2,275
(1,135) (1,125)

電気通信事業営業費用 2,207

⊥ ユ Ω6)

2,219

(1,旦 趾

2,198
(1,096)

2,240
(1,117) (1,109)

附帯事業営業費用 30
(14)

31

(16)

31
(15)

34
(17) (16)

営業外費用 40
(39)

51
(16)

4Q

(23)

38

(20) (18)

経常損益 259

(124)

260

(139)

266
(132)

282
(160) (15G)

郵政省、KDD資 料 によ り作 成

(注)1.億 円 未満 は切 り捨 て てあ る。

2.()内 の 数値 は、上 半期の実績値 であ る。

3.端 数処理 の関係 で合計が一致 しない ものがあ る。

ク 新国際第一種電気通信事業者

5年 度 の新国際第一種 電気通信事業者の営業収益の合計 は対前年度比26.2%増 の862億 円、営

業 費用 は同10.2%増 の705億 円、経 常損益 は94億 円の黒 字 となっ てい る。

6年 度上 半期 の営業収益 は、対前年度同期比14.7%増 の476億 円、営業 費用 は同17.3%増 の401

億 円、経 常損益 は42億 円の黒字 と昨年 に引 き続 き順調であ る。これは、 トラヒックの増加及びサ

ービス取扱地域 の拡張等 によ り、収入が国際電話サー ビス(441億 円、対前 年度 同期 比13.7%増)及

び国際専用回線サ ー ビス(31億 円、同19.2%増)と も順調 に増 加 しているこ とに よるもの と思 われる・

各社別にみ ると、国際デジタル通信㈱は営業収益が対前年度同期比14.2%増 の249億 円、営業費

用 は同20,8%増 の209億 円 とな り、経常損益 は24億 円の黒字 となって い る。一 方、日本国際通信㈱

は営業収益が対前年度同期比/4.7%増 の226億 円、営業費 用 は同13,6%増 の192億 円 、経 常損益は
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18億 円の黒字 となってい る(第1-2-2-10表 参照)。

ケ 第 二種電 気通信 事業者

第二種 電気通信事業者全体の営業収益は、5年 度推計で1兆6,223億 円(対 前年度比3.2%増)

と前年度の伸 び率(6.8%増)よ りは減 少 した ものの堅調 に増加 している。これは、伝送速度の高速

化等 により顧客ニーズに応 えるこ とがで きたことやネッ トワークの整備が進んだことにより通信

量が増 え拡大のはずみがついたため と思われる。

この内訳をみ ると、特別第二種電気通信事業者の営業収益は、9,597億 円(推 計 、対前年度比2.7

%増)と なって いる。 また、一般 第二種 電気通信事業者の営業収益 は、6,626億 円(推 言i＼対前年

度比4.0%増)と 順調 に増加 してい る。

(2)電 気通信事業者の設備投資動向

6年3月 及び10月 に郵政省 が実施 した 「通信産業 設備投資等実態調査」GP等 による と、電気通

信事業者 全体 の5年 度の設備投資実績額(557社 回答)は 、2兆7,977億 円であ り、4年 度実績額(550

社回答)に 比べ5.1%増 加 してい る。

6年 度 の設備投資修正計 画額(557社 回答)は 、2兆9,119億 円で あ り、対前年度実績 額比4.1%

増 となって い る(第1-2-2-12表 参照)。

第1-2-2-12表 電気通信事業者の設備投資額

(単位:社 、 百 万 円)

回答事業者数 4年 度

実績額
5年 度

実績額

6年 度

修正計画額4年 度 5年 度 6年 度

第
一種電気通信事業者

76 85 85 2,489,680 2,611,014 2,653,849

NTT等 2 10 10 2,017,Ω12 2,126、56器 、2,091,a39

KDD 1 1 1 62露027 滋4,497 60,000

新第一種電気通信事業者 73 74 74 410,641 439,952 502,610

第 二種電気通信事業者 474 472 472 173,456 186,723 258,068

特別第二種電懸 鷹 購 者 32 35 35 154,974 一168。.642 236,782
一般第二種電気通信事業者 442 437 437 18,482 18,081

開

21,286

電 気通信事業者計 550 557 557 2,663,136 2,797,737 2,911,917

「通信 産 業 設備 投 資等 実 態 調 査(6年3月 及 び10月 調 査)」(郵 政 省)等 に よ り作成 。

(注)1.NTT等 の4年 度 実績 額 に は、NTTDoCoMoを 含 む。

2.NTT等 の5年 度 実績 額 、6年 度修 正計 画 額 には 、NTTDoCoMo等 地域 別9社 を含 む。

D郵 政 省の所管である通信産業 における設備設 資等の実態 を把握す るために、総務11承 認統 計調査 としてで121[Il(現 在 は、3月 と10

月)実 施 しているものである。
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また、「法人企業動向調査報告」(経 済企 画庁、6年12月 実施)に よる と、全産業 の6年 度の設

備投資修正 計画額 は、41兆8,280億 円(5年 度実績額43兆3,065億 円)で 、対 前年度実績額比3。4%

減、製 造 業 は同12兆8,707億 円(同14兆3,661億 円)で10.4%減 、非 製 造業 は同28兆9,573億 円

(同28兆9,404億 円)で0.1%増 となってい る。 こう した他 の産業の伸び率 と比較 してみ ると、経

済が低迷するなかで、設備投資の伸び率が減少 している産業が多いが、電気通信事業者は比較的

堅調 といえる(第1-2-2-13図 参照)。 特 に、元年 度以降の設備投資 実績額(6年 度 は修正計

画額)対 前年度比の推移、昭和63年 度 を100と した ときの指 数の推 移 を他 の産業 と比較 してみても、

電気通信事業は順調に伸びていることが分かる(第1-2-2-2図 参照)。

第1-2-2-13図 業種別設備投資6年 度修正計画 対 前年度 実績額比

(%>
38.240

.0

30.O

20.0

10.0

0.0

一10
.0

一20 .O

一30 .O

ロ第一種電気通信事業

ロ第二種電気通信事業

ロ放送事業

ロ全産業

ロ製造業

ロ非製造業

口電力業

ロガス業

ロ電気機械

ロ道路旅客 ・道路貨物

「通信産業設備投 資等 実態調査(5年10月 調 査)
」(郵 政省〉、「法

人企業動向調 査報 告(5年/2月 調 査)」(経 済企1画庁)に よ り作成

ア 第一種電気通信事業者

第一種電気通信事業者全体の5年 度 の設備投 資実績 額(85社 回答)は 、2兆6,110億 円(対 前年

度実績額比4・9%増 ・76社 回答)で あった・ この内訳 をみ る とNTTが1兆8 ,916億 円(同0.4%
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増)、KDDが445億 円(同28.3%減)、NTTDoCoMo等 地 域 別9社 の 合計 が2,349億P」(同75.7%

増)で あ るの に対 し、新 第一 種 電気 通 信 事 業 者(74社 回 答)は 、4,399億 円(同7.1%増 、73社 回

答)で あ り、 第一 種 電 気 通 信 事 業 全 体 の16.8%を 占 め、 昨年 よ り0.8ポ イ ン ト増 加 して い る。

また、第 一種 電 気通 信 事 業 者 の6年 度 の 設 備投 資 修 正 計 画 額 は、2兆6,538億 円 で 対 前年 度 実績

額比1.6%増 となっ て い る。 この 内訳 を み る と、NTTが1兆8,400億 円(対 前年 度 実績 額 比2.7%

減)、KDDが600億 円(同34.8%増)、NTTDoCoMo等 地 域 別9社 の合 計 が2,512億 円(同6.9%

増)で あ るの に対 し、新 第一 種 電気 通 信 事 業 者 は、5,026億 円(同142%増 、74社 回答)で 、 第一

種 電気 通信 事 業 全体 に 占 め る割 合 も18.9%と な り、5年 度 よ り2.1ポ イ ン ト増 加 して い る(第1-

2-2-12表 参 照)。

イ 第 二種 電 気 通 信 事 業 者

第二 種 電 気 通信 事 業 者 全体 の5年 度 の設 備 投 資 実績 額(472社 回 答)は 、1,867億 円(対 前 年 度 実

績 額比7。6%増 、474社 回答)で あ っ た。 特 別 第 二種 電 気 通 信 事 業 者(35社 回答)は 、1,686億 円

(同8.8%増 、32社 回答)、 一 般 第二 種 電 気 通信 事 業 者(437社 回答)は 、180億 円(同2.2%減 、442

社 回答)と な っ て い る。

また、 第二種 電 気 通 信事 業 者 の6年 度 の 設備 投 資修 正 計 画額(472社 回答)は 、2,580億 円で 対 前

年度 実績 額 比38.2%増 と大 きな伸 び を示 して い る。 これ は、 専 用線 の大 容 量 化 、 高速 化 を一 層 進

めて い るこ とや フ レー ム リレー等 新 サ ー ビ スに積 極 的 に取 り組 んで い るた め と思 われ る。 また、

第二種 電気 通 信 事 業 者 の6年 度 の 設 備投 資 修 正 計 画 額 の うち、特 別 第二 種 電 気 通 信事 業 者(35社

回答)は 、2,367億 円(対 前 年 度 実績 額 比40.4%増)と 大 幅 に伸 び て い る一 方 、一 般 第二 種 電 気 通

信事 業者(437社 回答)は 、212億 円(同17.7%増)と な っ て い る(第1-2-2-12表 参 照)。

2放 送事業者

5年 度の放送事業者 全体 の収支状 況 をみ ると、民間放送事業者は、前年度 と比べ、2年 連続減

収減益 となってい る。 また、ケーブル テレビ事業者は、赤字は前年度 より減少 した。

設備投資額をみ ると、5年 度の実績額 は、前年度実績額 と比較す ると4.2%増 加 してい るが、6

年度修正計画額 は、5年 度実績額 よ り16.3%減 少 してい る。

(1)放 送事業者の経 営動向

5年 度の放送事業者 全体 の収支状 況 をみ ると、景気低迷の影響 を受けてか、収益(NHKの 事

業収 入、民間放送事業者の総収益、ケーブルテレビ事業者の経常収入の合計)は 、対前年度比L7%

減で あった。
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一 第2章 情報通信経済の動向

昭和58年 馴 降の民間放齢 業者の営業収益 をみて も・2鞭 以降 の対前年度比 の伸 び率が減

少 し、4年 度以降 は、 マ イナ ス となっている(第1-2-2-14図 参照)・

第1-2-2-14図 民間放送事業者の経営状況

営業収益、対前年度比及び指数
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24百万円
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一

一

一
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.
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＼
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1兆2486憶

58百万円
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1兆32Q5億

92百万円
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眺3695億

91百万円

3.8%

1兆4220憶

48百万円

/

兆5629億

18百万円

585960616263元2345
-L6%(年 度)一

一3.1%

継鶯轍 ∵鞭 警喫地癩 皐姦蓬繍 議 澱縫 覇;諺嘗甘車魯欝 講 善懸
た営業収益の合計である。

一方、支出(NHKの 事業支 出、民間放送事業者 の総 費用、ケーブルテレビ事業者の経常費用

の合計)は 、0.9%減 少 した、

アNHK

5年 度一般勘定 にお ける事業収 入 は、対前年度比2。0%増 の5,512億 円、事業支 出 は同2.6%増 の

5,214億 円で、 この結果事業収支差金 は299億 円 とな り、対前 年度比7.8%減 となった。

事業収 入の内訳 をみ る と、交付金収入は2ケ タの伸 びを示 したが、受信料 は3.3%の 伸 びに とど

まった。一方、副次収 入、財務収入、雑収入、特別収入は、大幅 に減少 した。

6年 度 の収支予算 は、事業収 入5,666億 円、事業支 出5,521億 円、事業収支差 金!44億 円 を計上 し

てお り、事業収支差金 は、前年度収支予算 に比 して、154億 円減 少 して い る。

また、7年 度の収支予算 は、事業収 入5,707億 円、事 業支 出5,734億 円、事業収 支差 金 にお ける

不足額 は26億 円 となってい る(第1-2-2-15表 参照)。
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第2節 経営動向一

第1-2-2-15表NHKの 経営状況(一 般勘定)

(単位:百 万円)

区別 4年 度決算 5年 度決算 6年 度収支予算 7年度収支予算

事業収入

受信料
交付金収入
副次収入
財務収入
雑収入
特別収入

566,658 570,784540,360

515,474

1,806

7,531

10,403

836
4,310

551,246
(553,667)
532,152
2,159
6,471
9,026
556
882

545,497

1,820

7,225

8,157

400

3,557

553,479

2,146

6,058

8,154

500

446

事業支出 507,976
(513,593)

521,389

(532493)

552,186 573,463

国内放送費
国際放送費
契約収納費
受信対策費
広報費
調査研究費
給与
退職手当 ・厚生費
一般管理費

減価償却費
財務費
特別支出
予備費

184,528

4,125

47,924

1,541

2,411

5,614

137,301

52,309

11,888

43,692

14,113

2,530

0

198,056

4,433

49,413

1,600

2,576

5,953

137,351

48,791

!2,370

46,647

12,196

2,003

0

214,730

4,642

51,877

1,699

2,667

6,363

144,396

47,714

13,346

48,102

11,928

1,719

3,000

227,013

6,361

54,703

2,033

2,863

7,899

145,984

46,120

13,819

50,875

11,117

1,671

3,000

事業収支差金 32,384

(27,189)

29,857

(21,174)

14,471 一2
,678

NHK資 料 によ り作成

(注)1.()内 の 数値 は、 予算の数値 であ る。

2.6年 度 か ら単位 未満 は切 り捨 てで 表示 してい る。

イ 民間放送事業者

5年 度の民間放送事業者 の収支状況 をみ ると、地上系民間放送事業者 と衛星系民間放送事業者

の営業収益の合計 は、対前年度比3,1%減 の2兆1,171億 円 と昨年 よ り減少 してい る。

地上系民間放送事業者の営業収益は対前年度比3.3%減 の2兆784億 円、営業 費用 は同2.1%減

の1兆9,932億 円で あ り、経 常損益 は888億 円の黒字で はあ ったが、対前年度比28.1%減 と減収減

益であった。

事業別 に5年 度の営業収益 の伸 び率 をみ る と、ラジオ ・テレビジョン兼営社が対前年度比5.0%

減、テレビジ ョン単営社 が同2.3%減 、文字放送 単営社 が同9.6%減 、ラジオ単営社 が同4.1%減 と

なってい る。
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衛縣 民間放齢 難 の営業蝿又益は387億Fl(対 前鞭 上ヒ1・・7%増)・'諜 酬 は3741意 円(対前

年 砒21.。%減)、 綿 損益 は1・9億 円の赫 で あった力揃 年 度 よ り減少 している(第1一2『2

-16表 参照) 。

第1 2 216表 民間放送事業者の経営状況
(単 位:百 万即

地.ヒ 系
衛 星 系

ラン丁オ・テレヒ"シ'ヨン兼'営 宅ヒ テ レビジ ョン単営社 文字放送単営社
ラジオ単営社 計 テ レ ビジ ョン 単営 社

一L士.「止
日 芦 放送 単営社

『

計

総収益

4 36社 681,060 81社 1,317,748 10社 3,730 52社 179,770 179社 2,182,308 1社 35,085 正社 346 2社 35,431

5 言卜36キ.ヒ

田F・34社

UHF・2社

645,668

632,001

13,667

計 ・83社

VHF・14祉

田F・69社

1,283,896

894,911

388,985

10社 3,374 、1.い55キ.ヒ

中波 ・11社

短波 ・1社

超短 波 ・43社

172,L83

91,109

5,773

75,301

184社 2,105,121 1社 38,817 1社 346 2社 39,163

営業収益

4 36社 667,699 81社 1,301,621 10社 3,653 52杜 176,292 179社 2,149,265 1社 34,607 1社 335 2社

一一

34,942

5 計 ・36社

VHF・34社

UHF・2社

634,595

621,021

13,574

計 ・83社

VHF・14社

田F・69社

1,271,532

887,632

383,900

lQ社 3,3Q2 計 ・55ヰヒ

中波 ・ll社

短波 ・1社

超短波 ・43社

169,057

89,307

5,663

74,087

184社 2,078,486 1社 38,355 1社 330 2社 38,685

営業外収益

4 36社 13,361 81社 16,127 10社 77 52社= 3,478 179社 33,043 1社 478 1宇.1 ll 2社 489

5 計 ・36社

V}{F・34社

田F・2社

U,Q73

10,980

93

計 ・83社

VHF・14社

UHF・69社

12,364

7,279

5,085

1Q社 72 計 ・55社

中波 ・ll社

錫 波 ・1社

超 短波 ・43社

3,126

1,802

110

1,214

184社: 26,635 1社 462 1社 16 2社 478

総費用

4 36社 650,862 81社 1,239,201 10社 3,301 52社 165,401 179社 2,058,765 1社 55,149 1村 2,531 2社 57,680

5 言卜36社

VHF・34社

UHF・2社

618,604

604,940

13,664

計 ・83杜

VHF・14社

UHF・69社

1,228,120

867,750

351,980

10社 3,123 計 ・55社

中波 ・1聲上

短波 ・Lキ上

超 短波 ・43社

166,609

87,982

5,481

73,146

184社 2,016,456 1社= 48,269 1～i 1,758 2社 50,027

営業費用

4 36社 643,617 81祉 1,225,694 10社1 3,278 52社 n63,503 179社 2,036,D92 1村 45,396 1午i 2,028 2祖47,424

5 計 ・36社

VHF・34社

UHF・2社

611,ll2

597,907

L3,205

計 ・83社

田F・14社

田F・69社

1,214,386

862,406

360,370

10社 3,109 計 ・55社

中波 ・11社

短波 ・ユ社

超 短波 ・43社

164,600

86,822

5,431

72,347

184社 1,993,207

…

1社 36,146 1村 1,301 2社 37,447

営業外費用

4 36キ上 7,245 81社 13,507 lGキi i23 52杜 1,898 179社 22,673 1社 9,753 1社 5G3 2社h曜

5 計 ・36辛七

V}IF・34社

UHF・2社

7,492

7,033

459

計 ・83社

VHP14社

UHF・69村

13,734

5,344

8,390

10社 14 1計 ・55社

中波 ・11社

短波 ・狩止

超短波 ・43宇上

2,009

1,ユ60

50

799

184社 23,249 i社 12,123 1社 457 2社 12,580

…

経常損益

4 36社 30,199 81社 78,548 10社 424 52社 lL4,369 179社 123,540 斑 1-20,⑪64 L社 一2 ,185 2礼i-22,249

5 計 ・36社

VHF・34社

UHF・2社

27,069

27,064

5

轟卜83社

VHF・14社

UHF・69宇.i

55,986

27,165

28,821

10社 253

　

計 ・55社

il破 ・11社

短波 ・1社

超 短1皮 ・43社

5,576

3,129

291

2,156

184社 88,884 1社 一9 ,452 1利= 一1,412 2社 一1G,864

…

垂ド政省資判・によ り竹三1茂

(注)4.年 度 の ラジオ ・テレビジ ョン兼営 社の数値 は、VHF・UHRテ レ ビジ ョン甲営社 の数値 は、VHF'UHF・

ラ ジオ単営社 の数値 は、 中波、短波 、超 短波の それぞれの合計で あ る。

ウ ケ ブルテレビ事業者

許可施設によ り営利 を目的 としてケーブルテレビ事業を行 う事業者213社 の5年 度 の経 営状況

にっ いては、経常収入は対前年度比20。4%増 の807億 円、経 常費用 は同13.5%増 の1,023億 円であ

り、経 常損益 は216億 円の赤字であったが、赤字額 は前年度 より減少 している。
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第2節 経営動向 ■■圏

② 放送事業者の設備投資動向

6年3月 及び10月 に郵政 省が実施 した 「通信産業 設備投資等実態調査」等によると、NHKを

含めた放送事業者 全体 の5年 度の設備投資実績額(403社 回答)は2,584億 円で あ り、前年度実績 額

に対 して4.2%増 加 して いる。 しか し、NHKは 、前年度実績額 に対 して15.2%、 ケーブル テ レビ

事業者 も5.2%減 少 した。

6年 度設備投資修正計画額(403社 回答、NHKを 含 む)は2,164億 円で あ り、前 年度実績 額 に対

して16.3%も 減 少 してい る(第1-22-17表 参照)。

第1-2-2-17表 放送事業者の設備投資額

(単位:社 、 百万 円)

回答事業者数 4年 度

実績額

5年 度

実績額

6年 度

修正計画額4年 度 5年 度 6年 度

NHK 1 1 1 69,323 58,766 60,000

民間放送事業者 198 205 205 108,175 132,883 107,259

ケーブルテレビ事業者 188 197 197 70,435 66,781 49,169

放送事業者計 387 403 403 247,933 258,430 216,428

「通信産業 設備投資等実態調 査(6年3月 及 び10月 調 査)」(郵 政省)等 によ り作成

アNHK

NHKの5年 度の設備投 資実績額 は587億 円で あ り、対前年度実績額 と比 べて15.2%減 少 して

いる。 また、6年 度修正計画額 は600億 円で あ り、前年度実績 額 に対 し2.1%増 加 してい る(第1

-2-2-17表 参照) 。

イ 民間放送事業 者

民間放送事業者 の5年 度 の設備投資実績 額(205社 回答)は 、1,328億 円で あ り、対前年度実績 額

と比べ て22.8%増 加 している。6年 度設備投資修正計画額(205社 回答)は 、1,072億 円で あ り、前

年度実績額 に対 して19,3%減 少 してい る。5年 度の実績額が高 いの は、主 として、本社社屋の建

て替 えのため多額の設備投資を行った事業者があったためである(第1-2-2-17表 参照)。

ウ ケ ーブルテ レビ事業者

ケーブル テレビ事業者の5年 度の設備投 資実績額(197社 回答)は 、667億 円であ り、対前年度実

績 額 と比べ て5.2%減 少 してい る。6年 度設備投資修正計画額197社 回答)は 、491億 円で あ り、前

年度実績額 に対 して26.4%も 減 少 して い るが、現在 多数の企業がケーブルテレビ事業への新規参

入を計画 してお り、今後 は増加すると思われる(第1-2-2-17表 参照)。
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3郵 便事業

郵便事業財政 は、3年 度 に単年度で赤字 とな り、 その後 も長引 く景気低迷の影響 を受 けて郵便

物数の伸びが停滞 した ことにより、引 き続 き4年 度で も赤字 となった。 さ らに5年 度 にお いても

大幅 な赤字が見込 まれたため、 この状況を改善 し、安定 した郵便サービスの提供 を維持で きるよ

うに、6年1月24日 に郵便料金の改定 を実施 した。

これ によ り、健全な郵便事業財政に向け、第一歩を踏み出す ことがで きた。

5年 度 の郵 便事業 の経営状況 は、料金改定の影響が2か 月程度で あった こ と等 か ら、収益は対

前年度比3.5%増 の1兆9,6!1億 円、費用 は対前年 度比4.1%増 の2兆443億 円 とな り、費用 の伸び

が収益 の伸 びを0.6%上 回 ったため、単年度で832億 円の赤字、累積 で は1,002億 円 の赤字 となった

(第1-2-2-18表 参照)。

第1-2-2-18表 郵便事業の経営痴 兄

(単位:億 円)

区別 4年 度決算 5年 度決算 6年 度予算 7年 度予算

収益 18,950 19,611 22,287 22,752

費用 19,631 20,443 21,631 22,298

利益又は欠損 一681 一832 656 454

同上累積 一170 一1
,002

一346 108

郵政省資料 により作成

なお、昭 和58年 度 以 降 の総 引受 郵 便 物 数 と郵 便 事 業 定員 の 関係 をみ てみ る と、物 数 は、昭和58

年 度 を!00と す る と、5年 度 は150.6と 約1.5倍 に増 えて い る。これ に対 し、郵 便 事 業 定 員 は、昭和

58年 度 を100と す る と、5年 度 は101.8と わ ず か1.8ポ イ ン トしか増 加 して い な い(第1-2-2-

19図 参 照)。

第1-2-2-19図 総引受郵便物数と郵便事業定員の推移

ll騰

140.O

l20.0

100.0

80.0

60.0

40.0

20・0「

0'0

58-5㌫ 一6。

郵政省資料によ り作成

61

(昭和58年 度=100)

626ξ 元23

一{]一引受総郵便物数指数

+郵 便事業定員指数

4 5(年 度)
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これは、郵便番号自動読取区分機や小包区分装置等の機械類の最新型(郵 便物あて名自動読取

ζ分機等)へ の更改及び増備を行い、事業の効率化に努めているためである。
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第3節 情報通信経済の動向

1生 産 と雇 用等の動 向

ここで は、主 に産謀漣 関分析の手法を用いて、情報通信産業の進展を経済的側面か らとらえる。

この分析 においては、全産業を「情報通信サービス部門」(付 注9参 照)、 精 報通信支援 財部門」

(付注10参 照)及 び 「非1青報 通信 関連部 門」(付 注11参 照)等 に分 け、 各部 門の構 成 を第1-2-

3-1図 の とお りとしてい る。 ここで は6年3月 に公表 された 「平成2年(1990年)産 業連関表」

をべ一 ス とす る分析 を行ったので、以下の生産額、雇用の動向の中では、最新 の4年 デー タ とべ

一 ス とな る2年 デー タの比較 を行 った
.

第1-2-3-1図 情報通信経斉の部門構成

産 某

「 喘　

情報通信サーヒス部門

通lr1・ 放 送

郵 便

国内電気通信

国際電気通信

放 送

情 報 ソ フ ト

情 幸艮関連 サ ー ヒ ス

精1・艮通 信 支援 財}誓にIll]

H闇 樋信機器製造判

II・　樋 イ議 闘 難i
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第3節 情報通信経済の動向一

(1)情 報通信産業の生産額 の動向

我が国経済の国内生産額を推計すると、4年 においては、910兆3,071億 円で あった、この うち、

情報通信サ ービス部門、情報通信支援財部門及び研究部門の国内生産額を推計す ると、4年 にお

いては、 それ ぞれ41兆4,687億 円(国 内生産額の4,6%)34兆3,934億 円(同3.8%)、10兆5,989億

円(同1.2%)で あった。 この3部 門 を合 わせ た情報通信産業 の国内生産額 は86兆4,609億 円で、

我が国経済 の国内生産額 の9.5%を 占めてお り、2年 と4年 の国 内生産額 を比較 す る と、我が国経

済の国内生産額 は5.3%の 増加で あ るの に対 して、情報通信産業の国内生産額は7。3%増 加 してお

り、我が国経済 の国 内生産額 に占める割合 も0.2ポ イン ト増加 して い る(第1-23-2図 参

照)。

第1-2-3-2図 情報通信産業と我が国緬 斉の生産額の椎移
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37兆41兆6 ,101億 円4,609億 円

1,720億 円14・687億 甲 、llII

情報通信サービス

部門

情報通信産業 我が国経済全体

ロ2年

ロ4年

郵政省資料、「産業連関表」(総 務庁)、 「延長産業連関表」(通 商産業省)等 により作成

(注)我 が国経済全体、情報通信産業、情報通信サービス部門の国内生産額は、郵政省の推計値である。

また、情報通信産業の中の各部門別の国内生産額 をみると、2年 と4年 の国内生産額 を比較 し
'
て、国内生産額 の伸 びが特 に大 きい部門は、国際専用線、移動通信である。 また、情報通信産業

の成長率について寄与度の大 きい部門は、情報通信機器賃貸業、情報関連サービス及び情報 ソフ

ト業であ り、一方、マイナスの要因 となったのは、情報通信機器製造業であった(第1-2-3

-3図 参照)
。
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一 第2竜 情報通信経済の動向

第1-2-3-3図 情報通信産業の国内生産額の推移
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郵政省資料、「産業連関表」(総 務庁)、 「延長産業連関表」(通 商産業省)等 によ り作成

(注1)寄 与度=(当 該部門の4年 国内生産額一当該部門の2年 国内生産額)÷2年 情報通信産業国内生産額×100

(注2)情 報通信産業の各部門の国内生産額は、郵政省の推計値である。
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郵便 1,650 1,770 2.0 LO7 Ol5

郵便受託業 9 9 0.0 1.05 000

国内公衆網俺諭 5,008 5,110 5.9 1.02 OI3

国内公衆網(その他〉 794 994 1.1 1.25
一

〇25

国内専用線 481 538 0.6 1.12
、

OO7

移動通信 364 639 0.7 1.75 034

その他の国内電気通信 148 225 0.3 L52 0.IO

国際電話 216 250 0.3 1.16 004

国際宙用線 9 23 0.0 2.64 O.02

その他の国際電気通信 48 煮3 0.1 1.32
、
002

放

送

公共放送 454 /541 0.6 1.19 011

民間放送 1,677 1,722 2.0 1.03
.

0.06

有線放送 117 157 0.2 1β4
一

〇.05

情報ソフト業 4,836 5,898 6.8 122
一

L32

情報関連サービス 21,661 23,528 27.2 1.09 232

支情

援報

財通

部信

門

情報通信機器製造業 29,190 27,517 3L8 0.94 一2.08

情報通信機器賃貸業 3,733 6,378 7.4 1.71 3.28

電気通信施設建設 440 498 0.6 1.13 0.07

研究研究 9,774 10,599 12.3 1.08 102

(2)情 報通信産業の雇用動向

情報通信産業 とそれ以外の産業の雇用者を合計 した総雇用者数 を推計す ると、4年 においては、

5,433万 人で あ り、2年 と比較 して約274万 人の増加(5.3%増 加)と なってい る。 この うち、情報

通信産業の雇用者数を推計すると、4年 にお いては、405万 人で 、2年 と比較 して約4万5千 人の

増加(1.1%増 加)と なった(第1-2-3-4図 参照)。

(3)経 済波及効果

産業連 関分析 の手法 を用いて、情報通信分野の事業 ・施設整備事業等が我が国経済 にもたらす

経済波及効果を概観する(第1-2-3-5表)。

ア 地域 ・生活情報通信基盤 高度化事業の経済波及効果

地域 ・生活情報通信基盤高度化事業の中か ら、6年 度 に実施 された新世代 地域 ケーブルテレビ

施設整備事業を取 り上げてみる・ この事業では、地域住民のニーズに対応 した自主放送を行 うた

めのケーブルテレビ施設(受 信施設、 セ ンター施設、伝送路施設等)が 整 備 され る。 この事業に

よって・ これ ら施設整備に要する事業額 の1.98倍 の国内生産が誘 発 され る。 この中で最 も大きく

経済波及効果が及ぶ分野は情報通信機器製造業であ り、誘発される総国内生産誘発額の29 .1%が

この分野 に及ぶ と算出 され る。
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第1-2-3-4図4年 の情報通信産業の雇用者数の構成

5覧

塾翻

ロ郵 便

ロ電気 通 信

ロ放送

口隅 報関 連サ ー ビス 部門

口1ず」報 ソフ ト部門

28%口 †～!報支}愛1け剖;1「「

ロ研究

11馬

郵政 省資料、 「産業連関表」(総 務庁)、 「労働 力調査年報」(総 務庁)等 に よ り作成

(注)情 報通信 産業の雇用者数 は、郵政 省の推計 値で あ る。

第1-2-3-5表 情報通信分野の主な緬済波及効果

項目 国内生産誘発係数 国内生産波及の大きな分野と割合 主な整備対象施設

地域 ・生活

情報通信基

盤高度化事

業

1.98 情報通信機器製造業29.1%

情報通信機器以外の製造 業22.1%

情報 関連以外 のサー ビス20.0%

電気通信施設建設15.4%

受信施設(ア ンテナ)、

セ ンター施設(ス タジオ、

編集)

伝送路施設 等

移動通信用

鉄塔施設整

備事業

2.02 情報通信機器製造業31.4%

情報通信機器以外の製造 業18.9%

情報 関連以外 のサ ービス20.3%

電気通信施設建設14.2%

通信用鉄塔、通信設備 、

局舎 等

民放中波ラ

ジオ放送受

信障害解消

事業

2.05 情報通信機器製造業28.8%

情報通信機器以外の製造業25.7%

情報 関連以外 のサ ービス23.5%

送信空 中線、送信装置、

番組伝送設備 、電源装置、

局舎 等

P

5年 度の電

気通信 ・放

送事業の設

備投資

2.06 情報通信機器製造業34.5%

情報通信機器以外の製造業19.5%

情報 関連以外 のサ ー ビス18.8%

電気通信施設建設!4.3%

・電気通信サ ー ビスを提供

す る交換機 、伝送設備等
・放送サー ビス を提供す る

スタジオ設備 、中継局等

郵政省資料、「産業連関表」(総 務庁)、 「延長産業連関表」(通 商産業省)等 により作成

(注)国内生産誘発係数 とは、施設整備や設備投資等の需要によって、その需要額の何倍の生産が、最終的にll1内産

業に誘発されるかを示す係数
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イ 電気通信格差是正事業の経済波及効果

電気通信格差是正事業の中か ら、6年 度 に実施 された移動通信 用鉄 塔施設整備事業、民放中波

ラジオ放送受信障害解消事業を取 り上 げてみ る。

移動通信用鉄塔施設整備事業で は、過疎地、辺地又は離島及び地下徴 地下駐車場等の閉塞地

並びに高速道路等の トンネルを対象 とした携帯 ・自動車電話等の移動通信サー ビス用の中継施設

(鉄塔、通信 設備等)が 整備 され る。 この事業 によって、 これ ら施設整備 に要す る事業額の2.02

倍 の国 内生産 が誘 発 され る。 この中で大 きく経済波及効果が及ぶ分野は情報通信機器製造業であ

り、誘発され る総国内生産誘発額の31,4%が この分野 に及ぶ と算 出 され る。

また、民放中波 ラジオ放送受信障害解消事業では、民放 ラジオ放送が受信で きない地域 を対象

とした中継施設(送 信空 中線、送信装置、番組伝送設備等)が 整備 され る。 この事業 によって、

これ ら施設整備 に要す る事業額の2.05倍 の国内生産 が誘発 され る。 この 中で大 きく経済波及効果

が及ぶ分野は情報通信機器製造業であ り、誘発される総国内生産誘発額の28.8%が この分野 に及

ぶ と算 出 され る。

ウ5年 度の電気通信 ・放送事業の設備投資の経済波及効果

この設備投資は、電気通信事業者及び放送事業者が通信や放送の各設備を整備す るものであり、

5年 度 の電気通信 ・放送事業 の設備投資額 は3兆873億 円で あ る。この設備投資 は、産業連関分析

によると、投資額の2.06倍 の6兆3,457億 円の国 内生産 と31万6千 人の雇用及 び3 ,317億 円の輸入

を誘発 す る と算 出され る。誘発 される国内生産が大 きく及ぶ分野は情報通信機器製造業で、誘発

され る総国内生産誘発額の34.5%が この分野 に及ぶ と算 出 され る。

2個 別産業の動 向

(1)通 信機器製造業

通商産業省 の 「生産動態統計調査」によれば＼6年 の通信機 械 の生産額 は2兆8 ,380億 円(対 前

年比0・9%増)で あ る・ その内訳 は、有線通信機器が1兆7,409億 円(同2 .3%減)、 無線 通信機器

が1兆971億 円(同6.5%増)で あった。

また・通信機械工業会資料によると・6年 の通信機器 の受注 ・出荷額 は2兆7 ,161億 円(同0。1%

増)で あ り・ その内訳 は・有線通信機器が1兆8,627億 円(同4 .3%減)、 無線通信 装置が8 ,220億

円(同21・1%増)で あった(第1-2-3-6図 参照)。 これ を通信機器 の需要先別でみ ると、N

TTが7,473億 円(同0・2%増)・NTTデ ー タ通信が31億 円(同36 .0%増)、KDDを 含 めたその

他の第一種 電気通信事業者は2,253億 円(同26.6%減)で あった。
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第1-2-3-6図 通信機器受注 ・出荷額 等の推移
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日本 電線工業会資料 によ り作成

4 56年

(2)通 信 ケ ーブ ル 製 造 業

㈱ 日本 電線工 業 会 資 料 に よ る と、6年 の銅 線 ケー ブル(通 信 用 電線 ・ケー ブル)の 出荷 額 は1,

240億 円(対 前 年 比17.5%減)で あ っ た。

一 方
、通 商 産 業 省 の 「資源 統 計 月報 」 に よ る と、6年 の 電線 ・ケー ブ ル 用光 フ ァ イバ 製 品 の 生

産量 は310万8千 キ ロメ ー トル コア(対 前 年 比10.5%増)で あ り、 この うち光 フ ァ イバ ケー ブ ル の

生産 量 は283万 キ ロメー トル コア(同10.7%増)で あ っ た。

(3)電 子 計算 機 器 製 造 業

通 商 産業 省 の 「機 械 統 計 月報 」に よ る と、6年 の 電子 計 算機 及 び 関連 装置 の生 産額 は5兆641億

円(対 前年 比5.7%増)で あ っ た。

(4)広 告 業

「平 成6年(1994年)日 本 の広 告 費 」(㈱ 電 通)に よ る と6年 の総 広 告 費 は
、5兆1,682億 円

(対前年 比0.8%増)で あ っ た。 これ を メデ ィア別 にみ る と、 放 送系 の広 告 費 で は、 テ レ ビ広 告 費

が1兆6,435億 円(同3.4%増)、 ラジ オ広 告 費 が2,029億 円(同4.0%減)で あ っ た。 また、 ダ イ レ

ク トメール 広 告 費 は2,569億 円(同14.0%増)、 電 話帳 広 告 費 は1,732億 円(同1.0%増)で あ っ た。

また、ケー ブ ル テ レ ビ、文 字放 送 、ビデ オ テ ック ス等 の ニ ュ ー メデ ィ ア に対 す る広 告 費 は125億 円

(同5.0%増)で あ った(第1-2-3-7表 参 照)。

第1-2-3-7表6年 のメデ ィア別広告費

広告費(億 円) シ ェ ア(%) 対前年増加率(%)
テ レ ビ

ラ ジ オ

新 聞

雑 誌

ダイ レク トメー ル

電 話 帳
ニ ユ ー メデ イ ア

折込み、屋外、その他

16,435

2,029

11,211

3,473

2,569

1,732

125

14,108

31.8

3.9

21.7

6.7

5.0

3.4

0.3

27.2

3.4
-4 .O

l.1

1.6

14.O

l.0

5.0
-0 .4

合 計 51,682 lOO 0.8

「平成6年(1994年)日 本の広 告費」(㈱ 電 通)よ り作成
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(5)新 聞業

㈱ 日本新聞協会資料 による と、同協会の会員であ る新聞社の発行する一般 日刊紙の総発行部数

は、6年10月 現 在5,260万 部(対 前年 同期比0.3%増)で あった。 これは1世 帯 当た り1.20部 が読

まれてい ることになる。

(6)出 版業

出版年鑑(㈱ 出版ニ ュー ス社)に よ る と、5年 にお ける書籍 及び雑誌 の推 定実売金額は2兆4 ,

923億 円(対 前年比4.5%増)で あった。 これ を書籍 と雑誌 の内訳でみ ると、書籍の推定実売金額

は9,917億 円(推 定発行部数14億498万 部)、 雑誌 が1兆5 ,006億 円(推 定 発行部数 は、 月刊誌が28

億688一万部、週刊誌が21億3,900万 部)で あった。

(7)通 信販売業

㈱ 日本通信販売協 会調査 によると、5年 度の通信販売業 の売上 高 は対 前年度比3 .8%増 の!兆

9,100億 円で あ り、伸 び率 は4年 度(4 .5%)を 下回 った ものの引 き続 き増加傾 向にあ る。

(8)映 像 ソフ ト業

㈹ 日本 ビデオ協会資料 によると、同協会会員に対する調査で回答のあった会員(上 期43社 、下

期39社)の 集計で は、6年 の ビデ オカセ ッ トの個 人向 け販売本数は1 ,977万 本(対 前年比12.5%

増)、 同 レンタル店用販売本数 は887万 本(同6 .9%増)、 ビデオデ ィスクの個 人向 け販売枚数は1,

ユ00万枚(同6.4%減)で あった。

また、6年 の全国映 画館 の入場者数 は、対前年比5.9%減 の1億2,299万 人(㈹ 日本映 画製作者

連 盟資料)で あ り、6年 の邦画及び洋画 のテ レビジ ョン放送における放送本数(地 上 系:NHK

及 び民間放送事 業者 の合言Dは 、対前年比7 。6%減 の ユ,023本、 延べ放送 回数 は同2 .4%減 の1,131

回((社 映 画産業 団体連合会資料)と いずれ も減 少 した。一方、NHK及 びJSB資 料 によると、

6年 度の衛星放送 にお ける邦画 及び洋画の延べ放送回数は2
,800回 であ った。
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第4節 経済活動と情報通信

1景 気変動 と情報通信

我 が国の景 気後退 は5年10月 に底 を打 ち、現在[・]復過程 にあ る。今回の景 気後退 の期間は30か

月で、 第二次 石油 シ ョック後 の景気後退(36か 月)に 次 ぐ戦 後2番 目の長 さであった。

ここで は、郵便、電話、書籍の3種 類 の メデ ィアにつ いて、実質国内総生産(実 質GDP)及

び各サー ビ スの価格 指数 を説 明変数 とす る需要関数を推定 し、実質GDP弾 性値 を比較 す るこ と

により、景気変動(実 質GDPの 変動)が 各 メデ ィアの需要 に及ぼす影響の違いを明 らかにす る

とともに、情報関連投資額 と実質GDPの 増減率 の相関 を求 め るこ とによ り、景気変動 と情報通

信関連投資の関係 を とらえる。

(1)メ デ ィアに よる景気感応度 の差異

電話、郵便、書籍の各メディアの需要量 を(実 質)GDP及 び価格指数で説明す る需要 関数の

推定結果は第1-2-4-1表 の とお りで あ る。

第1-2-4-1表 メデ ィア別需要関数

① 回帰係数等

CONST 〃 β γ R2 DW値 推定期間

電話 0
0.73
(303.817)

一〇
.34

(-1。301)

一〇
.02

(-0.697)
0.9 1.16

昭和63年 度～5年
度

郵便 7.75 1.22 一〇.83 0,008 一 一 昭和60年 度～5年
度

書籍 15.7 0.09 一1
.00 0.08 一 一 昭和57年4月 ～5

年12月

()内 はt値

電話は2段 階最小二乗法、郵便、書籍は誘導法(間 接最小二乗法)に より推定

② 関数形lnQ=CONST+α[nY+βlnP+γlnT+u

Q:需 要 量

CONST:定 数 項(電 話 につ いては0と した)

Y実 質GDP

P相 対 価格(各 財 ・サー ビスの価格 指数 を総合消費者物 価指数で除 したもの)

Tタ イム トレン ドを含む項

u誤 差 項

郵政 省資料、 出版 年報(出 版不こレ学研 究所)、li1民 経 済計 算午報(糸罷済 企画月')、 物価指 数月報(日 本銀lj)、

消 費 者物価指 数lj報(総 務庁)等 によ り作成

GD需 娑関 数 にお ける偏回帰係 数α、βは それ ぞれ実 質GDP、 価 格が1%変 動 す る とき、各 メデ ィアの

需 要が何%変 動 す るか を表す。

需 要 関 数 にお け るαはGDP弾1生 値 を表 し、 電 話(サ ー ビ ス)需 要 につ い て い えば、GDPが1

%増 加(減 少)す る と電 話 需 要 は0.73%増 加(減 少)す る こ とを示 して い る。
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この推定結果によると、各需要関数のGDP弾 性値 の大 きさは郵 便、 電話、 書籍 の順であ り、

事業所か らの差出 しの多い郵便需要(事 業所差 出 と私 人差 出の比8:2)が 景気 変動 の影響 を最

も受 けてい る。

また、書籍はGDP弾1生 値 が0.09と 小 さ く、景気変動の影響 をほ とん ど受 けず、電話はGDP弾

性値 が0.73で 景気変動 の影響 を受 けるものの、郵便 と比べ るとその影響度は小 さいことがわかる。

景気感応度が比較的大 きい郵便物数 と実質GDP(い ず れ も季節調整済)に つ いて、昭和60年

か ら5年 まで の四半期 ご との(対 前期)伸 び率の推 移 をみ る と、元年 第3四 半期 まで は、両者の

山(伸 び率が低下 に転 ず る点)及 び谷(伸 び率が上 昇 に転ず る点)が おお むね一致 してい るが

元年 第4四 半期以 降 につ いては、郵便物数の伸び率の山、谷が約3か 月先行 す る傾向 にあ る(第

1-2-4-2図 参照)。

第1-2-4-2図 郵便物数と実質GDPの 伸び率の推移

8

6

4

2

0
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(右 目盛 り)

06060
2/3/4

＼.

ノーV、
元 晃2/2/2/2/3/

/3/41

四半期

(%).2 .5
郵便物数の対前期伸び率12

鑑/ド
　ロら

謡 ・

ゴ●5

二1渇

一2 。5

郵政省資料、国民経済計算年報(経 済企画庁)に よ り作成
(注)GDP、 郵便物数 ともに季節調整済。

(2)情 報通信関連投 資への景気変動の影響

実質GDP・ 民間設備投資額・情報 通信機 器投資額の増加率の推移をみ ると
、GDPと 民間設

備投資額 はほぼ同様 の推移 を示 しているのに対 し、GDPと 情報通信機 器投資額 の推 移 には明確

な関連が認め られない(第1-2-4-3図 参照) 。 それ ぞれ につ いて相 関係数 を算出す ると、前

者は0.74、 後者 は0.35で あ る。

昭和63年 まで は景気変動 に影響 され るこ とな く、情報通信機器投資額の増加率が総 じて高 くな

ってお り・儲 通信繍 投資額が民間設備投資額 砧 めるシ
ェアは同年 まで.ヒ昇 して きたが、そ

の後 は横 ば いで推移 している・特1二・昭和6・年 か ら昭和62・Rこ か けて灘 的 な欄 通信灘 投資

が行 棟 た線 民間設轍 資額1こ占め るシェアは昭不II6・年 の9
.4%か ら昭和62年 に は13 .6%1二

L・昇 した(第1-2-4-4図 参照)。
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第1-2-4-3図 情報通信機器投 資額等の伸び率の推移

情報通信機器投資額(左目盛り)GDP(右 目盛り)
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郵政省資料、産業連関表(総 務庁〉、延長産業連関表(通 商産業省)、 国民経済計算年報(経 済企画庁)、

電子工業年鑑(電 波新聞社)に より作成

(注)情 報通信機器:有 線電気通信機器、無線電気通信機器、電子計算機及び付属装置、事務用機械、ラジオ、テレビ等

第1-2-4-4図 民間設備投資額に占める情報通信機器投資額のシェア推移
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郵 政 省資料 、産業連関表(総 務 庁)、 延 長産業連 関表(通 商産 業省)、 電子工 業年鑑(電 波新 聞社)よ り作成

年
4

2競 争促進の経済効果

昭和60年4月 の電気通信事業法及び日本電信電話株式会社法等の施行により、我が国の電気通

信事業に競争が導入され、市外通話の料金の低廉化やサービスの多様化等が実現 した。また、電

話機についても制限が撤廃され、一定の基準に適合したものであれば自由な選択が可能 となり、

低価格化 と多機能 ・高機能化が促進された。

ここでは電気通信事業における競争促進等が、通話料金の低廉化及び電話機の価格低下を通 じ

てもたらした経済効果を定量的に測定するとともに、競争促進導入以降の事業者の生産陛向上の

度合いを測定することとする。
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一 第2章 情報通信経済の動向

(1>通 話料の低廉 化の効果

ア 通話料の低廉化による消費者余剰の増加

「企業向けサービス価格指数」(日 本銀行)で みた国内電話サ ー ビスの価格指数は昭和60年 を100

とす る と5年 は88。9で あ る。既 に求 めた電話サー ビ スの需要関数(第1-2-4-1表 参照)を

基 に、昭和60年 第1四 半期 を基準 とした通話料低 下 か ら計算 された9年 間(昭 和60年 第1四 半期

か ら5年 第4四 半期)の 消費者 余剰増加 の累計 額 は、約3兆1,500億 円(5年 第4四 半期価格表

示、以下 同 じ)で あ る。 これは5年 度末現在の各加入者(総 数5,883万 加入)が 、9年 間 にわた り

1月 当た り約440円 に相 当す る効用の増加 を享受 したことになる(第1-2-4-5表 参 照)。

第1-2-4-5表 消費者余剰の推計結果

9年 間の消

費者余剰増
加額累計
(億円)

年平均の消
費者余剰増
加額

(億円)

一世帯当た

りの消費者

余剰増加額
累計
(円)

一加入者当

たりの消費

者余剰増加
額累計
(円)

一加入者、

1か 月当た

りの平均消

費者余剰増

加額(円)

電話 サー ビス 31,500 3,500 } 53,000 440

電話機 4,500 500 10,000 一 一

郵政省資料、機械統計月報(通 商産業省)、 国民経済計算年報(経 済企画庁)、 物価指数月報(日 本銀行)

等により作成

(注)昭 和60年 第1四 半期を基準 とし、基準時にそれ以降の需要関数が存在 していた もの として消費者余

剰を副量 した。

イ 通話料の低廉化による消費者物価等への影響

「企業向けサービス価格指数」(日 本銀行)等 か ら推計 した5年 の我 が国の電話サ ー ビス(国 内

電話サ ー ビス及 び国際電話サービス)価格 は昭和60年 を100と す る と、87 .2に低 下 してお り、これ

をGDPデ フレー タで除 した相対価格でみ ると78,3で あ る。

また・米国 にお いては同期 間の電話サービスの価格指数は上昇 しているが、相対価格では825

と我が国同様低 下 してい る(第1-2-4-6図 参照)。

電話サー ビス価格 の低廉化 は直接 ・間接的な波及効果 によ り、電話サー ビスを利用す る産業の

生産者価格 を引 き下げ・更 に生産者価格の低下 を通 じて消費者物価 を引 き下げ る効果がある。

各産業 において1単 位 の財 ・サ ー ビスを生産 す るために投入 される財 ・サービスの構成が9

年 間一 定 として・電話 のサー ビ ス価格(相 対価格)の 低廉化 によ る生産者価格 及 び消費者物価へ

の影響 をみると・我が国で は生産者価格の引 き下げ効果は0 .30%、 消費者物価 の引 き下 げ効果は

0・33%・ 米 国で はそれ ぞれ0・38%・0・38%で あ る(第1-2-4-7図 参照) 。す なわ ち、我 が国

で は昭利60年 以降 の電話サー ビス価格 の低廉 化によ り、昭和60年 に比 べ て5年 の生産 者価格 を

0・30%・ 消 費者物価 を0・33%引 き下 げ る効果 があった こ とにな る。生産者価格、消費者物価の引
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第1-2-4-6図 日米の電話サービス価格指数の推移
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'㎜一 電話 サ ー ビスの相 対価格 指 数(日 本)

一 電話 サ ー ビス価 格指数(米 国)

一 電 Ill～サ ー ビスの 相対価 格指 数/米 国)

企業向 けサー ビス価格指 数(11本 銀 行)、i耶 祭比較統 計(日 本銀行)、U.S.BureauofLaborStatisticsに よ り作成

(注)価 格指 数 を各年のGDPデ フ レー ター(昭 和60年=100)で 除 した もの を相 対価 格指 数 とした。

第1-2-4-7図

O.4(%)

0.3L

通話料の低廉化による物価引下げ効果

o.2ト

1

0.1-

0

生 産 者 価 格 消 費 者 物 価

日本及び米国 の産業連 関表(総 務庁 、商務省)、 消 費者物価指数(総 務庁)、 企業向 けサー ビ ス

価 格指 数(日 本銀 行 昭和60年=100)、USBureauofLaborStatisticsに よ り作成

き下げ効果 とも米国がやや大 きいが、 これは、米国産業では電気通信産業への依存度が大 きく、

産業全体で1単 位 の財 ・サ ー ビスを生産す るための電気通信サービス投入量が 日本 より多いた

めである(米 国0.0106、 日本0.0052)。

(2)電 話機の価格低下 による消費者余剰の増加

「物価指数月報」(日 本銀行)か ら算 出 した電話機 の価格指 数 は昭和60年 を100と す る と、5年

では72.3に 低 下 してい る。昭和60年 第1四 半期 を基準 とした価格低下 による9年 間(昭 和60年 第

1四 半 か ら5年 第4四 半期)の 消費者余剰増 加の累計額 を計量する。
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第1-2-4-8表 電話機の需要関数
(D回 帰係 数等

CONST α β γ R2 DW値 推定期間

電話機 0
0.69
(23.766)

一1 .16

(-1.332)

0.64
(4.196)

0.88 0.56 昭和60年 ～5年

()内 はt値

② 関 数 形1nQ;CONST+αlnY+β1nPト γlnT+u

Q:需 要 量

CONST:定 数 項(-0と し た)

Y実 質GDP

P相 対 価 格(価 格 指 数 を総 合 消 費 者 物 価 指 数 で 除 した もの)

Tタ イ ム トレン ド

u誤 差 項

機械統 計 月報(通 商産業省)、 国民経済計算年報(経 済企画 庁)、 物価 指数 月報(日 本銀行)、

消費者物価指数 月報(総 務庁)等 よ り作 成

躍 舌鵬鎌 顯 ・繍 轍 詔撫辮{舗 撒 騰繍1議 轡尭響算し・輸入金額を加算・

「機械統計月報」(通 商産業省)の 販売 金額等 か ら推定 された電話機の需要関数 は第1 -2-4

-8表 の とお りであ る
。

この需要関数 を基 に計量 した、電話機の価格低下による9年 間の消費者余剰増 加の累計額は約

4,500億 円(5年 第4四 半期価格表示、以下同 じ)で あ り、9年 間で5年 度末 の各世帯が、約1万

円 に相 当す る効用 の増加 を享受 したことになる(第1-2-4-5表 参照) 。

(3)事 業者の生産性 向上に対 す る効果

我が国の第一種電気通信事業者について、昭和53年 を100と して雇用者一 人当た りの生産額(昭

和60年 価格)の 推移 をみ る と、3年 には昭和53年 の約3倍 に増 加 してい る(第1 -2-4-9図

参照)。 雇用者一 人当た りの生産額 の年平均増加率は、昭和53年 か ら昭和60年 まで の7年 間が7 .4
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第4節 経済活動 と情 報通信 團彌■

%で あ るの に対 し、昭和60年 か ら3年 まで の6年 間が10.3%と2.9ポ イン トヒ回 ってお り、技術

の進歩 とともに電気通信事業における競争促進の効果が生産性の向一Lにつ なが った もの と考 え ら

れ る。

特 に、NTTに つ いては、以下で 「総 生産性指 数」 を用いて生産性向Lの 状 況 をみ るこ ととす

る。

NTTは 労働、資本等 の生産要素 を投 入 し、電話サービス、専用線サービス等を提供(産 出)

している。全投 入物(サ ー ビス)指 数 に対す る全産出物(サ ー ビス)指 数の比が 「総生産性」で

あ り、昭和55年 の総生産性 を1と した 「総生産性指数」 は、 ほぼ一貫 して増加傾向にある。

昭和58年 を基 準 に総生 産性 の増加率 をみ ると、昭和36年 か ら昭 和58年 まで の22年 間が年平均

3.5%で あ るの に対 し、昭和58年 か ら3年 まで の8年 間で は年平均3.9%と0.4ポ イン ト上昇 して

お り、特 に昭和58年 か ら昭和62年 の4年 間 については年平均7.2%と 大 きく上昇 してい る(第1

-2-4-10図 参照) 。

第1-2-4-10図NTTの 総生産性指数の推移

1.60

1.40

1.20

ユ.00

0.80「

0.60

0.40

0.20

(昭 和55年=1.00)

年0
.00

3638404244464850525456586062元3

鬼 木甫、 テ ィ ・オー ム、 ロ ドニー ・ステ ィーブ ン ゾン 「民営化でNTTの

生 産性 は上昇 したか一NTTの 総 生産性 分析一 」 〔日本の電 気通信一 競 争

と規制 の経済学一 〕(日 本経済新聞 社)に よ り作成
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一 第2章 情報通信経済の動向

昭和58年 か ら昭和62年 の総生産性 の大幅 な増加 の要 因の一つ として、昭和57年 にお け る電気通

信事業の 自由化及び電電公社改革に関する報告 ・決定、昭和60年 以降 の各施策 の実施 による競争

促進 の効果が現れたことが考 えられる。

我が国の電気通信産業の生産性 を国内各産業及び主要各国の電気通信事業者 と比較 したのが第

1-2-4-11図 及び第1-2-4-12図 で あ る。

雇用者一 人当た りの粗 付加価値額を推計 し、昭和60年 を100と して産業 別 に その推 移 をみ ると、

電気通信産業については一貫 して上昇 してお り、3年 には昭 和60年 の1,79倍 に増加 してい る。電

気通信産業 における労働生産1生の上昇率 は年平均10.1%で あ り、製造業 の3.0%、 全産業 の1 .4%

を大 き く上 回ってい る。

第1-2-4-11図 産業別 労働生産性 の推移

190・

170一

150「

130L

110

指

数
90

鉱 業
営 撒 製造業

建 設

運輸

電気通信産業
全産業

70L____ 年
60616263元23

郵些(省資料、嗜業関連墨(総 務庁)、 延長産業連関表(通 商産業省)、等よ り作成
(注)1産 業別の雇用者数及び粗付加価値額に関する郵政省の推計値から

、雇用者

・一全慕 鯉 繍謙 、這駈亨撒 蹴 耀蕊 織

また・ 主 要 各 国 の 電 気 通 信事 業 者 につ い て、4年(1992年)の 雇 用者 一 人 当 た りの 電 気通信収

入(1992年 購 買 力平 価 べ 一 ス)を み る と・ 我 が 国 はル クセ ンブ ル グ、 米 国 、 ス イ ス、 イ タ リア、

オ ラ ンダ に次 いて＼OECD加 盟24か 国 中第6位 〔・Dとな っ て い る(米 国 の73
.8%)。

㈱1992年 腱 繍 レー トでみると・捌 ・1は・レクセ・ブ・レア 諏1・ 次 ・で第3位(米11
.1のli、i.6%)で あ 、
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第1-2-4-12図 主要各国の電気通信事 業者の労働 生産性

千US$(1992年 購買力平価)
250つ[

200.0・

∵l

l喬霧 呆彗 彗 三㌫ 彗
「COMMUNICATIONSOUTLOOK1995」(OECD)に よ り作成

篶1
1

且「舳]n且
弓 τ コ マ 舌 ・し

;弓 マ コi㌻三 ζ
卜 養

3社 会経済環境の変化 と情報通信

(1)産 業の 空洞化 と情報通信

我が国の製造業の対外直接投資額(フ ロー)の 推 移 をみ ると、元年度 をピー クに4年 度 まで減

少傾向が続 いて いたが、5年 度 には再 び増加 となった。投資先別のシェアの推移をみると、北米

が依然 として高いシェアを占めているが、近年アジア地域のシェアが高 まっている(第1-2-

4-13図 参照)。 その要 因の一 つ として、円高の進行 に対応 して生産 コス トの低いアジア地域へ生

産拠点の移転が進んだ ことがあげ られ る。 この傾向は今後 も続 くことが予想 されてお り、産業の

空洞化に対す る懸念がみ られるようになって きている。

第1-2-4-13図 製造業の対外直接投資額の推移

180偉 ドル)

160L

l401
1201

'1:

ト

ll[

鴛i目目■、目
5560616263元234

大 蔵 省 「対外 直接投 資届出実績」 によ り作成

ロその他

ロ欧州

口北米

ロアジア

5 年度
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一 第2章 情報通信経済の動向

ここでは、製造業 における生産拠点の移転が国内電気通信産業・国際電気通信産業・放送産業

に与 える影響 を定量的に把握す る。

12年(2000年)に おけ る産業の空洞化 の進展状況 を製造業の海外生産比率・ 日本か らの中間財

の調達比率等の違いにより、①空洞化標準ケース、②空洞化加速 ケー スに分 け・ それぞれのケー

スについて国内電気通信産業、国際電気通信産業、放送産業の生産額を推計 し・産業の空洞化が

これ らの産業 に与 える影響の大 きさを とらえることとす る(第1-2-4-14表 参照)・

第1-2-4-14表 緬 斉指標等の前提

12年

(現状程度)

12年

(空洞化標

準 ケース)

12年

(空洞化加

速ケース)

年平均経済成長率 2.8%

海外生産比率 6.4% !2.4% 18.6%

日本からの中間財調達比
率

44.3% 33.0% 22.0%

日本からの資本財調達比

率
26.2% 20.0% 13.3%

日本向け販売比率
(逆輸入比率)

5.8% 8.4% 13.4%

世界貿易 に占め る日本 の
シェア

ll.3%

現地企業の税引き後利益
率

1.1%

現地企業の配当性向 35.2%

我が国企業の海外事業活動(通 商産業省)、 外国経済統計年報(日 本銀行)、
LF成6年 企業行動に関するアンケー ト調査(経 済企画庁)よ り作成

(注)1海 外生産比率か ら日本向け販売比率の各値は、製造業の平均値であ る。
2加 速ケースは標準ケー スの1.5倍 で海外生産比率が上昇す るもの とした。

産業漣 関表(総 務 庁)に よる と、2年 の国内電気通信 産業 、国際電気通信産業、放送産業の生

産額 は、 それぞれ6兆6,470億 円、2,720億 円、2兆2,490億 円(2年 価 格。以 下同 じ)で あ る。年

平均経済成 長率が2.8%で 、2年 よ り産業 の空洞化 が進展 せず、海外生産比率等の各指標が2年 と

同 じで あ る とす る と、12年 には、 国内電気通信産業、 国際電気通信産業、放送産業 の生産額は、

それぞれ9兆3,220億 円、1兆520億 円、2兆8,530億 円 に拡大す る と見込 まれ る。

一 方
、産業の空洞化が標準ケースで進展 した場合、12年 には、国 内電気通信 産業、 国際電気通

信産業、放送産業の生産額は、 それぞれ9兆3,120億 円、1兆500億 円、2兆8,510億 円 と予測さ

れ、2年 よ り空洞化 が進展 しない場 合 と比べ、 それぞれ100億 円(0,11%)、20億 円(0 .19%)、20

億 円(0.07%)の 減少 が見込 まれ る。 これは全産業の生産額の減少率0.32%を 下回 って いる。

また、産業の空洞化が加速 ケー スで進展 した場合、12年 には、国 内電気通信 産 業、国 際電気通
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第1節 事業者数の動向一

信 産業 、 放 送 産 業 の 生 産 額 は、 それ ぞ れ9兆2,670億 円、1兆420億 円 、2兆8,391)億P」 とr測 さ

れ、2年 よ り空洞 化 が進 展 しない場 合 と比 べ 、 それ ぞれ550億lIl(0.59%)、!00億 円(0.95%)、

140億 円(0.49%)の 減 少 が 見 込 まれ る。 これ は 全産 業 の 生 産 額 の 減 少 率1.75%を ド回 っ て い る

(第1-2-4-15図 参 照)。

第1-2-4-15図 通信 ・放送産業に対する産業の空洞化の影響

国内電気通信産業 国際電気通信産業 放送産業 産業計

0

-0 .2

-0 .4

-0 .6

-0 .8

-1

-1 .2

-1 .4

-1 .6

-1 .8

ロ12年(空 洞化標準 ケース)

口12年(空 洞化 加速ケース)

一1.75

産 業 連関表(総 務庁)、 我 が国企業 の海 外事業活動(通 商産業 省)、 外国経済統 計 年報(II本 銀 行)、

平成6年 企業 行動 に関 す るアンケー ト調査(経 済企画 庁)よ り作成

以上のように、今後一層、産業の空洞化が進展 した場合、国内電気通信産業、国際電気通信産

業、放送産業の生産額 は減少するものの、 その度合いは比較的小さ く、空洞化の影響を受 けに く

い産業であることが うかがわれる。

他方、テレビ会議 システムが海外の生産拠点 との間のコミュニケーションツール とな りつつあ

ること(第1部 第4章1節2(2)参 照)な どに鑑 み、情報 通信 が産業 の空洞化を補 う手段 として活

用されていくと考 えられ る。

また、情報通信産業全体では、生産額 と雇用者数が平均以上に伸びてお り(第1部 第4章2節

4参 照)、 特 に電気通信産業 につ いては、他産業に比べ設備投資が順調 に伸びていること(第1部

第2章2節1(2)参 照)、 事業者 の生産性 が向上 して いること(第1部 第2章4節2(3)参 照)な ど

を勘案す る と、産業 の空洞化 によって解放される資源が、これ らの産業に振 り向けられ、産業の

高度化を促進す ることが予想 される。

(2)国 際化の進 展 と情報通信

郵政省郵政研 究所が行った調査結果を基に、国際通話 トラヒックの特性 について記述す る。
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一 第2章 情報通信経済の動向

第1-2-4-16表 国際通話 トラピックの特性

① 回帰係数等数等
CONST α β γ R2 推定期間

発着信合計

一12 .53

(-3.45)

4

(4

53
13)

0.85

(!3.28)

0

(6

23
20)

0.81 昭和63年 ～4年

発信

一14 .72

(-3.89)

5

(4

00

57)

0.71

(10.68)

0
(7

29
66)

O.79 昭和63年 ～4年

着信

一9 .16

(-2.43)

3

(2

08
81)

1.11

(16。79)

0
(3

12
15)

0.82 昭和63年 ～4年

()内 はt値

② 関数 形logQ・CONST+α10gY+βlogT+γlogF+u

Q:国 際 電話 通 話 回数
CONST:定 数 項

Y実 質GNP(10億 ドル)

T貿 易 額(輸 出入合 計 額:100万 ドル)

F登 録外 国 人数(人)

u誤 差 項

郵政省郵政研究所資料により作成

我が国 と20の 国及 び地 域GDの 間 の発信 回数、 着信回数、 発着信合計回数の それぞれについて、

貿易額、登録外国人数等で説明す る関数の推定結果は第!-2-4-16表 の とお りで あ る。

国際通話 トラヒック全体(発 着信合計)で は貿易額弾1生値 が0.85、登録外国人数弾i生値 が0.23で ある。

また、発着信別で は、発信 の貿易額弾i生値 が0.71、 登録外 国人数 弾i生値 が0.29、 着信 の貿易額弾

性値 が1.1!、 登録外 国人数弾1生値 が0.12で あ る。 日本 の貿易額 は着信 に、登録外国人数は発信に

対 して影響 力が大 きいことがわかる。

(3)経 済のサー ビス化 と情報通信

我が国のGDP(名 目、実質)及 び雇用者数 に占める第三次産業の比率の推移 をみる と、我が

国経済 における第三次産業のウェイ トが高 まってお り、経済のサービス化が進行 していることが

わかる(第1-2-4-17図 参照)。

奮)分 析の対象国は以下の とお り。

米 国 ・ 英国 ・ イ タ リア ・ イ ラ ン ・ イン ド・ イ ン ドネ シア 、 オー ス トラ リア 、 カ ナ ダ 韓 国 ,シ ン ガ ポ ー ル 、 タ イ 、 中 国 、

ドイ ツ ・ ニ ュ ー'シ ー ラ ン ド・ パ キ ス タ ン フ ィ リ ピ ン、 ブ ラ ジル 、 フ ラ ン ス、 マ レ イ シ ア 、 メキ シ コ(20か 国)。
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第1-2-4-17図 緬 斉のサー ビス化の進展状況

(%)
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52.0
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49.0

18.0

47.0

46.0

45,0

585960

国 民 経 済 計 算 年 報(経 済 企 画 庁)

巽質GDP

616263ノ 亡2

に よ り作 成

名目GDP

3 4

年

ここでは、財をサービス財(第 三次産業の生産財)と 物財(第 三次産業以外の産業 の生産 財)

に分 け、生産額の変動要因 として それぞれの需要及び生産に関わる変化 を考 える。通信産業、放

送産業 について、 それぞれの生産額の変動に対する両財の寄与度 を測定 し、サービス財の寄与度

の違いを とらえる(第1-2-4-18図 参照)。

第1-2-4-18図 通信 ・放送産業の生産額の変化に対する寄与度

(%)

16.0

14.O

ユ2.O

lO.0

8。0

6.0

4.0

2,0

0.0

総 生 産額 通信計 郵便 国内電気 国際電気 その他の 放送計

通信 通信 通信サービ

ス

郵政 省資料、産 業連 関表(総 務庁)よ り作成

ロ物財の寄与度

ロサービス財の寄与度

1 」11 11

公共放送 民間放送

昭和60年 と比較 した2年 にお ける通信 産業 の実質生産額の増加率5.23%の うち、サー ビ ス財の

寄与度 は3。50%、 物財の寄与度 は1.73%で あ り、サ ー ビス財 の寄与度が大 きく、経済のサービス
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化の影響 を強 く受けている。

また、昭和60年 と比較 した2年 の放送産業 にお ける実質 生産額の増加率8.45%の うち、サービ

ス財の寄 与度 は3.23%、 物財の寄与度 は5.22%で あ り、サー ビス財 よ り物財 の影響 を強 く受けて

いる。 これは、放送産業の生産額の約8割(2年 で78 .7%)を 占め る民 間放送 でサー ビス部門の

変化の寄与度が小 さいためであるが、 その背景 として製造業のテレビ広告費が多いこ とがあげら

れる。6年 の テレビ広告 費を業種別 にみ ると約7割 が製造業 による ものであ る(第1-2-4_

19図 参照)。

第1-2-4-19図

サービ ス業

不動産 ・住宅

設備

3%

産業別テレビ広告費の構成比

製造 業

69%

「平成6年(1994年)日 本 の広 告費
」(電 通)よ り作成
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